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第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成21年10月23日) 

 

   第 ５ 回   熊本県議会決算特別委員会会議記録 

 
平成21年10月23日(金曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前11時51分休憩 

            午後０時49分開議 

            午後２時25分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第37号 平成20年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第43号 平成20年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第44号 平成20年度港湾整備事業特別

会計歳入歳出決算の認定について 

議案第45号 平成20年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第46号 平成20年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

議案第47号 平成20年度熊本県育英資金貸

与基金特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

議案第51号 平成20年度熊本県流域下水道

事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

報告事項 

 会計検査状況（国庫補助事業事務費）に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員(11人) 

        委 員 長 小 杉   直 

        副委員長 小早川 宗 弘 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 竹 口 博 己 

        委  員 平 野 みどり 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 吉 田 忠 道 

        委  員 船 田 公 子 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 浦 田 祐三子 

欠席委員(１人) 

委  員 松 村     昭 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

総務部 
        人事課長 豊 田 祐 一 
土木部 
            部  長 松 永   卓 
           総括審議員兼 
           次  長  江 副 健 二 
        次  長  天 野 雄 介 
        次  長 岩 下 修 一 

  土木技術管理室長 戸 塚 誠 司 

     監理課長 鷹 尾 雄 二 

監理課政策調整審議員 原     悟 

      用地対策課長 佐 藤 國 一 

  土木技術管理室副室長 竹 下 喜 造 

    首席土木審議員兼  

      道路整備課長 西 山 隆 司 

      道路保全課長 古 賀 充 信 

        河川課長 野 田 善 治 

        港湾課長 潟 山 修 市 

      都市計画課長  船 原 幸 信 

      土木審議員兼 

      景観公園室長 亀 田 俊 二 

      土木審議員兼 

   新幹線都市整備室長 松 永 信 弘 

下水環境課長 西 田   浩 

        建築課長 生 田 博 隆 
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      建設審議員兼 

   建築物安全推進室長 坂 口 秀 二 

       営繕専門監兼 

 営繕室長  平 野 和 実 

               住宅課長 小 林   至 

        砂防課長 猿 渡 慶 一 

教育委員会               
          教育長 山 本 隆 生 
         教育次長 岡 村 範 明 
         教育次長 阿 南 誠一郎 
       教育政策課長 松 永 正 男 
       福利厚生課長 藤 本 和 夫 
       高校教育課長 森 塚 利 德 
        首席教育審議員兼 
       義務教育課長 木 村 勝 美 
    首席教育審議員兼 
       学校人事課長 由 解 幸四郎 
       社会教育課長 小 野 賢 志 
     人権同和教育課長 恵 濃 裕 司 
         文化課長 米 岡 正 治 
       体育保健課長 坂 梨 登美代 
    首席教育審議員兼 
        施設課長 児 玉 邦 秋 
   高校整備政策監兼 

      高校整備推進室長 後 藤 泰 之 
――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

  会計管理者兼出納局長 宮 田 政 道 

        会計課長 田 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

        事務局長 林 田 直 志 

            監査監 山 中 和 彦 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 坂 本 道 信

議事課課長補佐 中 村 時 英 

         議事課主幹 津 川 尚 美 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○小杉直委員長 ただいまから、第５回決算

特別委員会を開会します。 

 本日は、初めに教育委員会の審査を行い、

その後、予定として午後１時から土木部の審

査を行うこととしております。 

 なお、前回の委員会で申し上げましたとお

り、国庫補助時の事務費に係る会計検査院の

会計検査に関しましては、お手元に配付の次

第のとおり、午後の土木部の審査を行った後

に国土交通省所管の分につきまして報告して

もらうこととしております。よろしくお願い

いたします。 

 それでは、これより教育委員会の審査を行

います。まず、教育長から総括説明を行い、

続いて担当課長から順番に説明をお願いしま

す。 

 初めに、山本教育長。 

 

○山本教育長 それでは、平成20年度決算の

御説明に先立ちまして、前年度の決算特別委

員会におきまして御指摘がございました施策

推進上改善または検討を要する事項等のう

ち、教育委員会関係につきまして、その後の

措置状況を御報告させていただきます。 

 まず、委員長報告第４の１にございます

「今回の物品調達等に関する不適正な経理処

理が行われたことについての原因分析を行

い、予算執行手続き、チェック体制の整備、

物品調達システムの見直し等を行うこと。」

について御説明いたします。 

 教育委員会では、知事部局と同じ規則、同

じ会計システムによる処理を行っております

ことから、知事部局と歩調を合わせて対策を

講じているところでございます。 

 ことしの４月には、全教職員に対し２度と

このようなことを起こさないよう、所属長を

通じて訓示を行いました。 

 また、法令遵守意識の向上を図るために、

知事部局や出納局が実施いたします会計事務

研修会で職員の研修を行い、また教育センタ

 - 2 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成21年10月23日) 

ーで実施する初任者研修、10年目経験者研

修、管理職研修におきましても、その法令遵

守意識の向上についての研修を行っていると

ころでございます。 

 さらに、研修以外では、懲戒処分の指針に

不適正経理に関する項目を追加し、再発の防

止に努めているところでございます。 

 次に、委員長報告第４の２「収入未済の解

消については、関係部局においてそれぞれの

努力の跡が見られるが、財源の確保及び負担

の公平性の観点に立ち、費用対効果も十分踏

まえながら、さらに適切かつ効率的な徴収対

策を講じること。」、及び第４の13にございま

す「毎年ふえている育英資金等の未収金につ

いては、借受者間における公平性確保の観点

から、滞納者の所得等の把握に努め、適切な

徴収対策を講じること。」について御説明い

たします。 

 御指摘のありました教育委員会の未収金と

しましては、育英資金貸付金償還金等の未収

金、それからスクールカウンセラー報酬等返

還金の未収金及び地域改善対策高等学校等奨

学資金貸付金の未収金がございます。 

 育英資金貸付金償還金等の未収金につきま

しては、適切かつ効率的な徴収対策といたし

まして、文書、電話及び訪問による督促を実

施しているところでございますが、本年３月

に熊本県育英資金未収金回収マニュアルを作

成し、より組織的かつ効率的な督促業務を推

進しておるところでございます。 

 また、本年度、緊急雇用創出事業を活用い

たしまして、８月から督促業務に係る非常勤

職員４名を増員し、電話や訪問による督促頻

度の増加等を図りまして、より一層の未収金

回収に努めておるところでございます。な

お、滞納者の所得等の把握につきましては、

貸付申請時に提出いただいた所得関係書類を

参考にしますとともに、訪問督促時の本人、

連帯保証人等からの聞き取り、住居や生活状

況等の観察等により行ってきておりますが、

督促に係る非常勤職員の増員により、さらに

その内容を充実させ、適切な徴収対策につな

げていきたいと考えております。 

 スクールカウンセラー報酬等返還金に伴う

未収金につきましては、平成12及び13年度に

任用いたしましたスクールカウンセラー１名

について、任用に必要な資格要件を満たして

いなかったことが平成16年度に判明いたしま

したために、本人に対して任用当初にさかの

ぼって任用を取り消し、支払った報酬等の全

額の返還を求めているものでございます。報

酬等の返還がなされないために法的措置も視

野に入れ、督促を継続して行ってきました

が、本人が刑事事件で逮捕され懲役２年の実

刑判決を受け、平成20年３月まで服役してお

りました。出所後、督促を再開した結果、未

収金の一部が納入されましたが、その後、本

人が体調を崩し、就業できないため、回復状

況等を見ながら督促を行ってまいります。 

 地域改善対策高等学校等奨学資金貸付金の

未収金につきましては、関係市町村教育委員

会等との連携を強化し、未納者への催告とあ

わせて償還計画の提出を働きかけ計画的な返

還を促しますとともに、未納者に対する電話

による催告や家庭訪問による納付相談を行う

など生活状況の把握に努め、未納者の返還意

識の向上を図りながら、未収金の解消に取り

組んでおります。 

 次に、委員長報告第４の14にございます

「不登校問題につきましては、近年減少して

きた不登校者が平成19年度においては増加に

転じている。しっかりと状況を把握し、学校

としての適切な対応を行うとともに、スクー

ルソーシャルワーカー制度の一層の活用を図

ること。」について御説明いたします。 

 状況把握につきましては、各教育事務所等

から、管内の不登校及び不登校傾向の児童生

徒数等を月ごとに報告してもらい、前年同月

との比較を行っております。また、未然防止

への対応といたしましては、個別の指導記録
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の作成及び活用等を県下の具体的な共通実践

事項と定め、すべての小・中学校で取り組む

よう指導しておりよす。 

 スクールソーシャルワーカーの配置につき

ましても、全教育事務所等に配置し、子供を

取り巻く環境等を改善する取り組みを行うと

ともに、その活動記録や不登校への対応件数

等につきましても毎月報告をいただき、把握

に努めております。 

 さらに、不登校の積極的予防や解消に向け

た、不登校対策資料を作成し、県下すべての

小・中学校へ配付し、研修会や校内研修等で

活用を図っているところでございます。ま

た、平成21年６月には、不登校等の児童生徒

の自主学習にも役立つ学習プログラムを全

小・中学校に配布し、各学校における取り組

みを支援しているところでもございます。 

 こうしたことから、各学校におきまして

も、未然防止の取り組みにさらに力を入れな

ければならないという意識が定着しつつあ

り、平成20年度の公立小・中学校における不

登校児童生徒数、出現率ともに減少いたして

いるところでございます。 

 次に、平成20年度熊本県一般会計及び特別

会計の歳入歳出決算のうち、教育委員会関係

の概要につきまして御説明申し上げます。 

 まず、歳入につきましては、一般会計、特

別会計を合わせまして予算現額355億4,616万

3,000円に対しまして、調定額354億8,559万

5,000円、収入済み額353億3,289万9,000円、

収入未済額１億5,270万5,000円、収入率99.6

％となっております。 

 次に、歳出は予算現額1,599億1,787万9,00

0円に対しまして支出済み額1,566億366万7,0

00円、翌年度繰越額15億1,671万3,000円、不

用額17億9,749万9,000円、執行率97.9％とな

っております。 

 繰越事業は、主な内容といたしまして、高

等学校施設整備事業、高等学校産業施設整備

費等となっております。年度内に整備をする

ことが困難であったため、繰り越したもので

ございます。 

 以上が、教育委員会関係の平成20年度の決

算概要でございます。 

 なお、詳細につきましては各課長からこの

後御説明申し上げますので、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○小杉直委員長 委員の皆さんに報告を申し

上げます。 

 申し遅れましたが、岩瀬弘一教育次長が別

の公務のために、きょうは欠席でありますの

で御報告しておきます。 

 引き続き各課長の説明をお願いしますが、

各課長は自己紹介の後、着座して説明をして

いただくということで結構でございますの

で、そういうことでお願いしておきます。松

永教育政策課長。 

 

○松永教育政策課長 教育政策課の松永でご

ざいます。よろしくお願いします。着座して

説明させていただきます。 

 まず、定期監査における公表事項は、教育

政策課はございません。 

 次に、説明資料の２ページをお願いいたし

ます。 

 歳入についての説明でございます。国庫支

出金は、主に情報化による学校業務の効率化

などを図る先導的教育情報化推進事業に係る

国庫委託金でございます。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はありません。 

 次に、説明資料３ページの歳出について説

明いたします。 

 まず教育委員会費ですが、これは教育委員

の報酬、教育委員会運営費でございます。 

 次の事務局費ですが、事務局職員の人件

費、教育政策課と教育事務所の運営費、教育

基本計画推進事業、熊本県教育情報化推進事

業などに係る経費でございます。 

 - 4 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成21年10月23日) 

 なお、不用額の主な内容は、教育庁事務局

行政職員に係る人件費のうち、時間外勤務の

縮減や入札残による執行残でございます。 

 次の教職員人事費は、児童手当でございま

す。不用額は、当初の見込みより子供の出生

率が低かったために生じた執行残でございま

す。 

 次の恩給及び退職年金費は、共済制度補足

前の退職者やその遺族に対する恩給扶助料で

す。不用額は、受給者の年度途中による死亡

による執行残でございます。 

 次に、附属資料の１ページをお願いいたし

ます。この繰り越し事業について、御説明い

たします。 

 附属資料１ページの繰越事業についてでご

ざいますが、熊本県教育情報化推進事業でご

ざいます。1,001万7,000円を繰り越しており

ます。これは、県立学校教職員の公務で使用

するグループウェアに関するものでございま

す。グループウェアと県で使用しております

庶務事務システムを、平成20年度中に連携さ

せる予定でしたが、庶務事務システムに別の

改修が入りましたため、改修後の庶務事務シ

ステムと連携させることにするため、繰り越

したものでございます。今年度中に完成する

見込みでございます。 

 教育政策課分は、以上でございます。御審

議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○藤本福利厚生課長 福利厚生課長の藤本で

ございます。どうぞ、よろしくお願いいたし

ます。 

 まず、定期監査の公表事項はございませ

ん。 

 次に、説明資料４ページの歳入について御

説明いたします。 

 財産収入は、教職員住宅の家屋貸付料及び

県有地の土地貸付料でございます。 

 諸収入につきましては、公立学校共済組合

熊本支部に委託しております教職員厚生資金

貸付事業の余剰資金の返還等によるものでご

ざいます。 

 繰越金につきましては、昨年度明許繰越分

でございます。 

 以上、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 次に、説明資料５ページの歳出について御

説明いたします。 

 まず、事務局費でございますが、これは課

の運営費及び事務局職員の健康診断等に係る

経費でございます。 

 主な不用額につきましては、当初見込みの

健康診断受診者数より受診者か少なかったた

めに生じた執行残でございます。 

 次の教職員人事費につきましては、教職員

住宅に係る経費及び教職員福利厚生事業費等

でございます。主な不用額につきましては、

教職員住宅解体及び修繕に係る工事等の入札

残でございます。 

 福利厚生課分は、以上でございます。御審

議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○森塚高校教育課長 高校教育課の森塚でご

ざいます。よろしくお願いいたします。それ

では、座って説明させていただきます。 

 定期監査における公表事項のうち、「一般

会計の定時制・通信制修学奨励資金貸付金で

88万289円、育英資金貸与基金特別会計の育

英資金貸付金で、6,429万3,832円の未収金が

あり、前年度に比し増加している。熊本県育

英資金未収金マニュアルを作成し、嘱託職員

を活用した電話催告及び訪問徴収を行ってい

るが、業務の進行管理を的確に行い、さらに

有効な回収対策を体系的に講じ、未収金の回

収に努めること。」につきましては、後ほど

各会計のところで御説明させていただきま

す。 

 では、説明資料の６ページから16ページの

一般会計、熊本県立高等学校実習資金特別会

計及び熊本県育英資金貸与基金特別会計につ
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いて、順に御説明いたします。 

 ６ページから７ページまでの、使用料及び

手数料、国庫支出金、財産収入につきまして

は、不納欠損額及び収入未済額はございませ

ん。 

 次に、７ページの諸収入でございますが、

このうち定時制通信制修学奨励資金貸付金回

収金及び雑入の収入未済につきましては、定

時制通信制修学奨励費返還金でございます。

これは、貸与生の中途退学に伴う貸付金の返

還金でございまして、冒頭に申し上げました

定期監査において指摘を受けたもので、88万

289円が収入未済となっております。この未

収金につきましては、文書、電話等により督

促に努め、早急な返還を促しているところで

ございます。今後は、さらに訪問督促を強化

するなど有効な回収対策を講じ、未収金解消

に努めたいと思っております。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 ８ページから10ページまでの、一般会計の

歳出について御説明いたします。 

 ８ページの教育総務費のうち事務局費につ

きましては、事務局運営費及び県立高等学校

教育整備事業費等でございます。 

 不用額を生じた主な理由は、当初、平成20

年度に予定しておりました高校再編整備にお

ける中期実施計画の策定時期を前期実施計画

案件の進捗状況を考慮し、平成21年度に変更

したためによる執行残でございます。 

 次の教育指導費は、教員の研修や児童生徒

の健全育成等に要した経費でございます。 

 不用額を生じた主な理由は、初任者研修に

おいて研修を受講している初任者のかわりに

授業を行います非常勤講師の授業時間数の実

績減による人件費及び国の学習指導要領改訂

に伴い例年実施されている文部科学省主催の

教育課程に関する説明会が未開催となり、ま

た、それを受けての県内での教育課程説明会

の開催ができなかったためによる執行残や、

薬品処分委託費の入札残でございます。 

 ９ページになりますが、高等学校費のうち

高等学校総務費は、高等学校入学学力検査費

でございます。 

 不用額は、執行残でございます。 

 次に、教育振興費は理科教育や産業教育設

備の整備に要した経費でございまして、不用

額を生じた主な理由は、産業教育設備整備費

の入札に伴う執行残でございます。 

 次に、学校建設費でございますが、併設型

中高一貫教育導入に伴う施設設備に要した経

費でございまして、不用額を生じた主な理由

は、施設設備費の入札に伴う執行残でござい

ます。 

 次に、特別支援学校費でございますが、特

別支援学校の設備の整備に要した経費でござ

いまして、不用額は設備費の入札に伴う執行

残でございます。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 保健体育費の保健体育総務費は、定時制高

等学校における夜間給食給与に要した経費で

ございまして、不用額を生じた理由は、夜食

給与の実績減に伴う執行残でございます。 

 次に、諸支出金でございます。 

 まず、県立高等学校実習資金特別会計繰出

金は、実習資金特別会計の水産高等学校費へ

の一般会計からの繰出金でございます。不用

額を生じた主な理由は、水産高校の実習に伴

う燃料や飼料等の価格が昨年高騰し、その後

低下したことによる執行残及び実習船のドッ

ク経費の入札残に伴い繰出金が不用となった

ものでございます。 

 次に、育英資金貸与基金特別会計繰出金

は、育英資金貸付金への一般会計からの繰出

金でございます。不用額を生じた主な理由

は、貸与の辞退、休学等による貸付金の実績

減に伴い繰出金が不用となったものでござい

ます。 

 続いて11ページからは、熊本県立高等学校

実習資金特別会計でございます。 

 まず歳入につきましては、11ページから12
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ページまででございます。 

 財産収入、繰入金、諸収入及び繰越金のい

ずれも、不納欠損額及び収入未済額はござい

ません。 

 なお、一般会計繰入金につきましては、先

ほど御説明いたしました実習資金特別会計の

執行残等に伴い、一般会計からの繰入金が縮

減できたものでございます。 

 12ページの繰越金につきましては、平成19

年度剰余金を20年度に繰り入れたものでござ

います。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、農業高等学校費は、

農業関係高等学校における農産物、畜産、食

品加工等の実験実習等運営に要した経費でご

ざいまして、不用額を生じた主な理由は、先

ほど御説明いたしました燃料、飼料――餌代

でございます。等の価格の低下による執行残

でございます。 

 水産高等学校費は、苓洋高等学校における

実習船による操業、水産物の食品加工等の実

験実習と運営に要した経費でございまして、

不用額を生じた主な理由は、農業高等学校費

と同様、燃料、餌代等の価格の低下による執

行残及び実習船のドック経費の入札残でござ

います。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 熊本県育英資金貸与基金特別会計でござい

ます。 

 まず歳入につきましては、14ページから15

ページでございます。 

 国庫支出金、財産収入、繰入金について

は、不納欠損額及び収入未済額はございませ

ん。 

 15ページの諸収入につきましては、これは

育英資金貸付金の償還金でございまして、冒

頭に申し上げました定期監査において指摘を

受けたところでございますが、償還元金、延

滞利息等を合わせまして6,429万3,832円が収

入未済となっております。この返還金未納者

につきましては、電話や文書、昼夜にわたる

訪問等により督促を行っておりますが、平成

21年３月に熊本県育英資金未収金マニュアル

を作成し、より組織的かつ効果的な督促業務

を行っているところです。 

 また、平成21年６月補正により、督促業務

に係る非常勤職員４名を８月から増員し、よ

り一層の未収金回収に努めております。今後

は、長期滞納者への法的手段も視野に入れ、

有効な回収対策を講じたいと思っておりま

す。 

 なお、この20年度末収入未済額約6,429万

円につきましては、その後９月末現在で約54

3万円が納入されております。 

 次に、15ページ下段の繰越金でございます

が、平成19年度剰余金は20年度に繰り入れた

ものでございまして、不納欠損額及び収入未

済額はございません。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、育英資金貸付金は貸

与者への貸付金や事務費でございまして、不

用額を生じました主な理由は、貸与の辞退、

休学等による貸付金の実績減に伴う執行残で

ございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。資料の２ページをお願いいたします。 

 繰越事業でございますが、平成20年度２月

補正予算において緊急経済対策として計上い

たしました産業教育設備整備費でございま

す。年度内執行が困難であったため、8,025

万6,000円を繰り越したものでございます。 

 以上で、高校教育課の説明を終わります。

御審議のほど、よろしくお願い申し上げま

す。 

 

○木村義務教育課長 義務教育課長の木村で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ませんが、未収金がございますので、後ほど

歳入のところで説明させていただきます。 
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 では、資料17ページの一般会計の歳入に関

して説明させていただきます。 

 主な収入といたしましてスクールカウンセ

ラー配置事業に係る国庫補助金、また文部科

学省等から教育方法等改善研究のための委託

を受け調査・研究を行う事業等に係る国庫委

託金でございます。 

 使用料及び手数料、国庫支出金につきまし

ては、不納欠損額及び収入未済額はございま

せん。 

 諸収入の雑入でございますが、収入未済額

315万7,000円は、平成12、13年度に任用した

スクールカウンセラー１名が資格要件を満た

していなかったことが平成16年度に判明した

ため、任用当時にさかのぼってその任用を取

り消し、支払った報酬等の返還を求めている

もので、冒頭に申し上げました未収金でござ

います。 

 収入未済の315万7,000円は、本人から提出

された分割納入計画書に基づく平成17年度か

ら20年度までの返還分でございます。 

 なお、初回分から第４回目分、計２万810

円を徴収しておりますが、現在、本人が体調

不良で就業できないため、回復状況等を見な

がら督促を行ってまいります。 

 次に、資料18ページの一般会計の歳出に関

して説明させていただきます。 

 まず、教育指導費でございますが、児童生

徒の学力向上、いじめ・不登校対策、教員の

研修などの事業に要した経費でございまし

て、翌年度繰越額はございません。 

 不用額の主なものでございますが、初任者

研修において初任者が校外で研修を行ってい

るときに、初任者にかわって授業を行います

非常勤講師の一部を確保できなかったこと、

及び子供たちの自立支援事業において不登校

などの状況にある子供たちの家庭環境等を改

善する取り組みを行います。 

 スクールソーシャルワーカーについて、任

用要件を満たす人材の確保に努めましたが、

一部を確保できなかったことによる人件費及

びその活動旅費の執行残でございます。 

 次に、教育センター費でございますが、施

設の管理運営や教育研究、教職員の研修事業

等に要した経費でございます。不用額は執行

残でございまして、翌年度繰越額はございま

せん。 

 最後に、保健体育総務費でございますが、

食育の推進及び栄養教諭、学校栄養職員の研

修等の事業に要した経費でございます。不用

額は執行残でございまして、翌年度繰越額は

ございません。 

 義務教育課は、以上でございます。御審議

のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○由解学校人事課長 学校人事課長の由解で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、定期監査におきます公表事項はござ

いません。 

 説明資料の19ページをお願いいたします。 

 19ページから24ページの一般会計歳入につ

いて御説明いたします。 

 まず、19ページから20ページの使用料及び

手数料でございますけれども、主なものとい

たしまして19ページにございます県立学校の

授業料、また20ページの教員免許状に伴いま

す手数料、また県立学校の入学金などでござ

います。 

 次に、21ページから23ページの国庫支出金

でございます。21ページをお願いいたしま

す。 

 主なものは、特別支援学校への修学支援に

対しまして国が２分の１を負担します修学奨

励費負担金、また小・中学校教職員の給与に

つきまして国が３分の１を負担いたします義

務教育学校職員費負担金でございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 教員免許システム開発等に対します国庫補

助でございます。 

 また、23ページをお願いいたします。 
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 在外教育施設いわゆる日本人学校に派遣い

たします教員の給与に係ります委託金等でご

ざいます。 

 続きまして、24ページの諸収入につきまし

て御説明申し上げます。 

 預金利子や雇用保険徴収金また特別支援学

校におきますあんま等の治療実習等に係る雑

入でございます。 

 なお、当課の歳入につきましては、不納欠

損、収入未済はございません。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。25ページをお願いいたします。 

 主なものでございますけれども、25ページ

の事務局費、教職員人事費でございますけれ

ども、事業内容はほとんどが事務局職員及び

教職員の退職手当でございます。 

 不用額につきましても同様、退職手当の執

行残でございますけれども、退職手当につき

ましては自己都合による中途退職あるいは勧

奨退職等不確定な要素もあることから、過去

の実績額等を考慮して見込んでおります。 

 さらに、年度末ぎりぎりの退職等に対応す

るため、年度末ぎりぎりまで一定額の予算を

確保していく必要がある、その結果、執行残

が大きくなったものでございます。 

 続きまして、25ページ下から２段目でござ

います。 

 小学校費・教職員費また最下段の中学校

費・教職員費、次の26ページの２段目の高等

学校費の高等学校総務費でございますけれど

も、不用額はいずれも教職員給与費等の人件

費の執行残でございます。 

 給与費につきましても、退職手当と同様、

年度途中での休職やその補充等による変動に

対応するために、最後まで一定額の予算を確

保していく必要があるということでございま

して、結果的に執行残が大きくなったもので

ございます。 

 今後とも、人件費等の予算計上に当たりま

しては、精査し、できるだけ執行残が小さく

なるよう努めてまいりたいと思います。 

 続きまして、26ページの３行目からの全日

制高等学校管理費、定時制高等学校管理費、

通信教育費でございますけれども、これは高

等学校の光熱水費や事務経費また学校施設の

維持管理など、学校の管理運営に係る予算で

ございます。 

 不用額が生じました主な理由といたしまし

て、各学校における光熱水費や事務経費の節

減によるものや、また台風等の災害に備えた

予備的なものが執行不用となったものでござ

います。 

 最後に、最下段の特別支援学校費でござい

ます。 

 県下17校あります特別支援学校に係る教職

員の給与等の人件費また学校の管理運営費及

び修学奨励費でございます。 

 不用額の主なものは、教職員費の人件費の

執行残と管理運営費の経費節減によるもので

ございます。 

 理由につきましては、先ほど御説明いたし

ました小・中学校、高等学校の人件費及び高

等学校の管理運営費と同様でございます。 

 以上、学校人事課分の歳入歳出でございま

す。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○小野社会教育課長 社会教育課長の小野で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 初めに、定期監査の結果につきましての公

表事項は、ございません。 

 歳入について御説明申し上げます。資料の

27ページをお願いいたします。 

 まず、使用料につきましては、県立図書館

青少年教育施設の行政財産使用料、青少年教

育施設における有料団体の使用料収入でござ

います。 

 次に、国庫支出金は文部科学省の補助事業

及び委託事業に係る補助金、委託金の収入で

ございます。 

 - 9 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成21年10月23日) 

 補助事業は、放課後子ども教室推進事業、

委託事業は学校支援地域本部等でございま

す。 

 次の財産収入及び諸収入を含めまして、い

ずれも不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。29ページをお願いいたします。 

 社会教育費の中で社会教育総務費につきま

しては、県立図書館以外の職員63名分の職員

給与費のほか、社会教育、生涯学習の振興に

関する各種事業、並びに生涯学習推進センタ

ー及び芦北青少年の家の施設管理運営費でご

ざいます。 

 不用額が生じた主な理由としましては、国

庫委託事業である学校支援地域本部事業が事

業実施の初年度に当たりまして実施主体の体

制整備等に時間を要しましたため、実施期間

が短縮されたことにより事業費が減少いたし

まして、これに伴う執行残、物品購入等事務

経費節減による執行残がございます。 

 次に図書館費は、県立図書館の管理運営費

等でございます。 

 不用額が生じた主な理由は、物品購入等経

費節減及び庁舎清掃等の業務委託の入札に伴

う執行残でございます。 

 次に青年の家費は、天草青年の家の管理運

営費であり、また少年自然の家費は菊池少年

自然の家及び豊野少年自然の家の管理費でご

ざいます。 

 少年自然の家費の不用額が生じた主な理由

は、物品購入等経費の節減及び庁舎清掃等業

務委託の入札に伴う執行残でございます。 

 社会教育課分は、以上でございます。御審

議よろしくお願いいたします。 

 

○恵濃人権同和教育課長 人権同和教育課長

の恵濃でございます。どうぞよろしくお願い

申し上げます。 

 まず、定期検査におきましての公表事項で

ございますが、地域改善対策高等学校等奨学

資金貸付金の未収金の解消につきまして指摘

がありました。後ほど歳入のところで御説明

させていただきます。 

 説明資料は、30ページから31ページでござ

います。 

 では、30ページの歳入について御説明をい

たします。 

 30ページの諸収入の雑入及び年度後返納

は、地域改善対策事業としまして実施しまし

た奨学資金貸付金の回収金でございますが、

これは貸与者の中で返還免除された人以外の

返還金等でございます。 

 定期監査で引き続き、未収金の解消に努め

るようにという御指摘がありました収入未済

額の8,437万4,305円につきましては、その措

置状況を御説明いたします。 

 この未収金につきましては、市町村教育委

員会等の担当者を通じ、催告とあわせまして

分割納付等を指導するなど、その解消に努め

ております。その結果、21年９月末現在で20

2万8,350円を回収しております。 

 特に、平成17年度から運用しております収

納管理システムを活用しまして、一括返還の

困難な未納者には、分割納付によります計画

的な返還を指導しました結果、未収金の回収

にも一定の効果が出てきているところでござ

います。 

 また、新たに市町村職員と連携しまして、

納付相談のために戸別訪問を行う取り組みも

始めております。今後とも、市町村教育委員

会等との一層の連携を図りながら、収入未済

額の解消に努めてまいる所存でございます。 

 なお、不納欠損額はございません。 

 次に、31ページの歳出の主なものについて

御説明いたします。 

 教育総務費の教育指導費は、課の運営費及

び教職員等を対象とします各種人権教育研修

事業費等でございます。 

 不用額を生じた主な理由ですが、課の運営
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費におきます旅費の経費節減による執行残で

ございます。 

 次に、社会教育費の社会教育総務費は、社

会教育におきます指導者育成のための人権教

育研修事業費等でございます。 

 不用額を生じた主な理由は、人権啓発活動

事業におきます学校人権教育推進資料の印刷

の経費節減による執行残でございます。翌年

度繰越額は、ございません。 

 人権同和教育課は、以上でございます。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○米岡文化課長 文化課長の米岡でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。 

 次に、説明資料の32ページの歳入について

御説明いたします。 

 32ページから33ページの使用料及び手数料

のうち、主なものは、装飾古墳館観覧料及び

美術館観覧料等でございます。 

 33ページから34ページの国庫支出金のうち

主なものは、遺跡の発掘調査に対する国庫補

助金であります遺跡発掘調査費補助や史跡等

の重要文化財の保存に対する国庫補助金であ

ります史跡等保存整備費補助でございます。 

 また、35ページから36ページの諸収入のう

ち主なものは、国等からの発掘調査の受託に

伴います発掘調査受託事業収入でございま

す。 

 歳入につきましては、いずれも不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 なお、34ページの先駆的木造公共施設整備

事業費補助の予算現額と収入済額との比較額

の、マイナス1,394万円につきましては、装

飾古墳館屋外体験学習施設整備事業費の繰り

越しによるものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。37

ページでございます。 

 まず、文化費のうち主なものは、国・県指

定文化財の保存整備に対して県補助金を交付

いたします文化財保存整備事業、国等からの

受託事業が主であります公共事業に伴います

埋蔵文化財発掘調査事業、鞠智城整備事業並

びに文化課職員33人分の人件費でございま

す。 

 文化費の不用額512万8,000円のうち主なも

のは、文化財史料室の移転に伴います機械警

備委託料の不用によるものでございます。 

 次に、美術館費のうち主なものは、美術館

展覧会事業、永青文庫推進事業費並びに美術

館職員15人分の人件費でございます。 

 美術館の不用額813万2,000円のうち主なも

のは、管理運営に係る業務委託の入札に伴う

執行残などでございます。 

 続きまして、附属資料の３ページの繰越事

業について御説明いたします。 

 まず、文化財保存事業につきましては、市

町村等が実施いたします国や県指定文化財の

保存整備事業費の一部を補助するものです

が、熊本市が実施します細川家墓所の土塀の

保存修理工事について、工法の変更で設計に

不測の期間を要し、年度内完了が不可能にな

ったことにより、事業費194万1,000円を繰り

越したものでございます。なお、工事は来年

の２月末に完了する予定でございます。 

 次に、装飾古墳館屋外体験学習施設整備事

業につきましては、勾玉づくり、火起こしな

どの体験学習を、天候に左右されず計画的に

実施できるよう、屋外体験学習施設を整備し

ているものですが、工法の検討に不測の期間

を要し、年度内完了が不可能になっことによ

り、工事費2,788万円を繰り越したものでご

ざいます。なお、工事は本年の６月末に完了

いたしております。 

 文化課については、以上でございます。 

 

○坂梨体育保健課長 体育保健課長の坂梨で

ございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 
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 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料の38ページから40ページ

の、歳入につきまして御説明いたします。 

 分担金及び負担金は、熊本武道館管理運営

費の熊本市負担金でございます。 

 不納欠損額、収入未済額は、ございませ

ん。 

 次に、使用料及び手数料は、体育施設に係

る使用料収入でございます。これも、不納欠

損額、収入未済額はございません。 

 野球場及び総合射撃場の使用料につきまし

ては、平成18年度から指定管理者制度導入に

よりまして、利用料金制へ移行しておりま

す。そのため、収入として上がっているの

は、行政財産の目的外使用料でございます。 

 39ページ中段から40ページ１段目までの国

庫支出金の国庫委託金につきましては、文部

科学省の委託事業に係る収入でございます。

不納欠損、収入未済額は、ございません。 

 40ページ２段目から諸収入でございます

が、主なものは、日本スポーツ振興センター

事業の災害共済給付金及び掛金などでござい

ます。不納欠損額、収入未済額は、ございま

せん。 

 日本スポーツ振興センター事業の災害給付

金と保険料が少なかったため、予算現額に対

して収入済み額が少なくなったものでござい

ます。 

 続きまして、41ページから42ページの歳出

につきまして御説明いたします。 

 まず、保健体育総務費の主な事業は、日本

スポーツ振興センター事業や県立学校におけ

る健康診断でございます。 

 不用額の主なものは、日本スポーツ振興セ

ンター事業の災害共済給付金及び保険料の執

行残でございます。これは、災害共済給付金

と保険料の支出が少なく済んだことによるも

のでございます。 

 次に、体育振興費の主な事業は、国体派遣

事業や競技スポーツ振興事業でございます。 

 不用額の主なものは、国体等の派遣費用等

が予定より少なく済んだことによるものでご

ざいます。 

 42ページの体育施設費の主な事業は、県民

総合運動公園、県立総合体育館及び熊本武道

館等の管理運営費や施設整備事業等でござい

ます。 

 不用額が生じた主な理由は、本課が県営体

育施設を管理するのに必要な経費等の執行残

でございます。 

 続きまして、付属資料の４ページの繰り越

し事業につきまして御説明いたします。 

 県営体育施設整備事業でございますが、こ

れは平成20年度から21年度にかけて県立総合

体育館大体育室の消火設備の整備を実施した

もので、そのうち20年の予算につきまして特

殊な消火設備を設置する工事であったため

に、消防署との協議や室の製作に時間を要し

まして、4,254万9,000円を繰り越したもので

ございます。 

 なお、工事はことしの７月に完了しており

ます。 

 体育保健課分は、以上でございます。御審

議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○児玉施設課長 施設課長の児玉です。よろ

しくお願いします。 

 まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。 

 43ページをお願いします。 

歳入について、御説明申し上げます。 

 使用料及び手数料は、県立学校における売

店等の使用料でございます。 

 国庫支出金でございますが、地域活性化・

生活対策臨時交付金につきましては、２月に

行われました緊急経済対策によるもので、全

額繰り越しを行っております。 

 44ページをお願いします。 

 財産収入でございますが、財産運用収入と
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いたしまして公社宿舎の家屋貸し付け料、電

柱等の設置に伴います土地貸し付け料でござ

います。 

 財産売払収入につきましては、学校用地等

の売払収入でございます。なお、財産処分の

詳細につきましては、後ほど附属資料の説明

で申し上げます。 

 45ページをお願いします。 

 諸収入でございますが、雇用保険料徴収金

でございます。 

 繰越金でございますが、昨年度明許繰越分

でございます。 

 以上、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ありません。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。46ページをお願いします。 

 教育費ですが、教育総務費のうち事務局費

は、市町村の施設整備にかかわる市道調査に

要した経費でございます。 

 高等学校費ですが、全日制高等学校管理費

は、県立高校の校舎管理に要した経費でござ

います。 

 学校建設費は、北稜高校北校舎改築など県

立学校の施設整備に要した経費でございま

す。 

 不用額を生じた主な理由は、北稜高校ほか

57校の高等学校施設整備事業における工事請

負費及び委託料に伴う入札執行残などでござ

います。 

 なお、翌年度繰越額の詳細につきまして

は、後ほど附属資料にて説明申し上げます。 

 47ページをお願いします。 

 特別支援学校費ですが、熊本聾学校など特

別支援施設学校の校舎等改修、耐震改修事業

等施設整備に要した経費でございます。 

 不用額を生じた主な理由は、熊本聾学校ほ

か13校の特別支援学校施設整備事業における

工事請負費及び委託料に伴う入札執行残など

でございます。 

 次に、附属資料について御説明申し上げま

す。５ページをお願いします。 

 繰越事業ですが、高等学校施設整備費の熊

本高等学校ほか41校の事業につきましては、

２月に行われました緊急経済対策等に伴うも

ので、年度内での施工期間が不足したため、

12億8,295万9,000円を繰り越したものでござ

います。 

 次に、特別支援学校施設整備事業ですが、

盲学校ほか８校につきましても、２月に行わ

れた緊急経済対策等に伴うもので、年度内で

の施工期間が不足したため、7,111万1,000円

を繰り越したものでございます。 

 ６ページをお願いします。 

 財産処分でございますが、玉名市及び御船

町の道路改良工事に伴い、北稜高等学校及び

御船高等学校用地等を売り払ったものでござ

います。契約金額すべて収入済みでございま

す。 

 以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。 

 

○小杉直委員長 以上で教育関係の説明が終

わりましたので、これより質疑に入ります。

質疑のある方は……。 

 

○山本秀久委員 ８ページで課長にお尋ねし

ますけれども、初任者研修と10年経験者研

修、それはどういうのをやっておるか、ちょ

っと教えてくれませんか。 

 

○森塚高校教育課長 初任者研修につきまし

ては、まず教科の研修、例えば国語とか数学

とかそういった教科の研修がございます。 

 それから、消防署での研修というのもござ

います。それから特別支援学校での研修とい

うのもございます。そういったものを、主に

やっております。 

10年研修につきましては、学級の経営であ

るかと、あるいは教科の研修であるとか、あ

るいは校務分掌とかそういった研修を行って
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おります。 

 

○山本秀久委員 初任者研修のときに、人間

的な教育のそういうのは教えてないわけ。教

育のそういった問題だけなの。それとも、そ

れに対する教育者としての心構え、そういう

教育はしてあるのかないのかということで

す。 

 

○森塚高校教育課長 先ほど申しました研修

の中で、例えば先生御指摘のいわゆる教員と

しての資質とか、あるいは人間力といいます

か、そういったものを高めるとか、あるいは

公務員としての資質を高めるとか、あるいは

規範意識を高めるとか講話とか、あるいはお

互いにミーティングをさせると、そういった

ものを取り入れているところでございます。 

 

○山本秀久委員 それは、だれが教えるの、

どういう人が教育しておるわけ。 

 

○森塚高校教育課長 講師を外部から招いた

り、あるいは教育委員会関係者が講師となる

ということもございます。 

 

○山本秀久委員 講師は、どういう人なの。 

 

○森塚高校教育課長 具体的にでしょうか。 

 

○山本秀久委員 どういう関係の人かという

こと。名前は言わなくてもいいけれども、ど

ういう関係の人を呼んでいるのか。 

 

○森塚高校教育課長 ちょっと今は具体的な

資料がございませんので、調べてお答えした

いと思いますが、よろしいでしょうか。 

 

○山本秀久委員 講師によって説明の仕方が

違うからさ、どういう人間教育をしているの

か、公務員としての教育者としての資質を教

えるのか、それを聞きたいわけだ。わからん

ということは、おかしいじゃないか。 

 

○木村義務教育課長 初任者研修につきまし

ては、まず校外研修というのがございます。

教育センターとかあるいは市町村の研修、そ

してうちの方が行っております研修がござい

ます。それから学校内研修というのがござい

ます。校内研修等におきましては、例えば企

業の方を呼んで指導を受けたりとか、人間の

資質とか規範とか、そういうものを勉強しま

す。校内研修におきましては、人権研修等で

は結局、人権教育関係の講師の方が来て教え

るとか、そういう具合に、いろんな部分で人

間的な資質というのも勉強しているところで

ございます。 

 

○山本秀久委員 教育委員会に、地域の皆さ

ん方の教職員に対するいろんな意見があるわ

けだ。なぜこういうことを言うかというと、

いろんな意見が出てくる場合は、その地域に

赴任して教育をしなければならない、県にお

いて今まで問題点というのがいろいろあった

と思う。そういう点をやっぱり指摘し、研修

のときにいろんなその問題点を指摘する教育

機関はあっているのかということを聞きたか

ったわけだ。今までの経験の中から生まれた

問題が、それからまた進めていかなければな

らぬ問題というのがいろいろ交差すると思う

んですよ。だから、どういう人を講師として

教育をさせるのかということを聞きたかった

わけだ。意味はわかったかな。 

 

○森塚高校教育課長 補足をしますと、例え

ば消防学校では教官、それとか民間人であれ

ば経営者、社長さんとかいう方をお招きして

講話をいただいているというところでござい

ます。 

 

○山本秀久委員 実は、教職員として礼儀作
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法に欠けている人が多いんだ。教職員として

一番、児童を教育しなければならんのに、礼

儀作法を教えてなかったり、あいさつや感謝

の気持ちを教えてなかったり、人間としての

一番重要な基本を指導してない教職員の感覚

があるような感じがしてならないわけだ。そ

れはなぜかというと、「あたりまえでしょ

う」とか「ああ、そうですか」という程度で

何でも終わってしまうわけだ。だから、そう

いう深みの問題というのは、やっぱり体得さ

せておかなければ、これから児童を教育して

いく以上は、人間的な素材というものがなけ

ればならん。だから私は前にも言ったことが

あるが、教職員の試験をするときに、首から

上は選ぶな、首からへその間をとれというこ

とを何回も言ったことがあるんだ。人間が機

械化されてしまっているんだ。だから本当の

人間の素材というものが教育の中に出てこな

いんだな。それを感じるものだから、今の質

問をしたわけなんですよ。 

 

○木村義務教育課長 御指摘ありがとうござ

いました。これからも、なるだけ人間的研

修、特に今御指摘がありましたように、初任

者が地域の家庭訪問等によって課題等が出て

くるという話は聞いております、きちんと対

応ができないということです。その面に関し

ましては、校内等におきましては校長の下で

の指導をきちんとやる、そして私たちは、最

も研修の中でも今入れていますのは、保護者

の方との対応ですね、きちんとやるという研

修も最近は入れておりまして、やはり教員の

資質をそういう面からも育てていくような中

身は充実させていきたいと思っております。 

 

○山本秀久委員 そういうことであればいい

けれどもね。やっぱり、いろいろ耳にするこ

とは、それが多いんですね。そして、学校の

いろんな問題点に対しては、保護者が余りに

も出過ぎておるような状態が多いんだな。何

かにつけては保護者、何かにつけては保護者

会議とか、いろんなことにそれがあっている

が、それが本当に進展しているのかどうか、

それがわからなかったわけだ。本当に、それ

が生きているのかなと思う。 

 もう一つは、29ページの社会教育課の芦北

の青少年の家の問題、これは、つくるまでに

16年かかったわけだ。なぜかというと、これ

から先は緑と水の世界だということから、芦

北海岸に設置していただいたものがあるわけ

ですよ。そういうときに、今まではどういう

ふうな内容で、青少年の家はいろんな学校が

使っているような様子はあるんだ。本当にそ

れだけの成果が出ているのかわからないん

だ。青少年の家のいきさつを、地元に、こう

いう状況ですとかいう話を聞いたこともな

い。こっちが聞かないのも悪いけれども、ほ

とんどその実態の把握ができてないものだか

ら、それをちょっと説明してくれませんか。 

 

○小野社会教育課長 社会教育課でございま

す。芦北の青少年の家につきましては、芦北

に限らず他の青少年施設のすべてがそうでご

ざいますけれども、地元の方々の多大な協力

をいただいて、それで施設が成り立っている

というところで、地元の方々と本当に緊密に

やっていかなければならないというふうに感

じております。 

 特に芦北につきましては、洋上活動と申し

ましょうか海の上での活動がございます。こ

れで、漁協の方々に安全面ですとかいろい

ろ、若干漁業の活動も少しそれによって範囲

が狭まるところも含めて、いろいろ御協力を

いただいているところでおります。安全面

で、こういうことがあったのでよろしくお願

いしますといったような、安全管理に関しま

して漁協の方とか地域の方と連絡をとるとい

うことはできるだけまめにやっております

が、確かに今先生がおっしゃいましたよう

な、それが子供の教育にどれだけの効果が上
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がっているかとか、最近の子供にどういう課

題があるかといったような、そこまでの話が

できてなかったという面はあったかもしれま

せん。漁協の方を含め、いろいろな形で地元

の方々とお話をする機会を深めまして、また

最近の状況というところについてコミュニケ

ーションが深められるようにできないかなと

いうふうに考えております。 

 本年度から、青少年教育施設が指定管理者

制度ということで、県の直営ではなくＮＰＯ

法人と一緒にやっていくという形に切りかえ

ております。ＮＰＯの方ともよく話をしまし

て、できるだけ地元の方々と施設の状況、子

供の状況について、まずはお話する機会とい

うのをつくっていければというふうに思って

おります。 

 

○山本秀久委員 なぜそういうことを言うか

というと、せっかく地元に来て、水の大切さ

とか海のいろんなことを勉強している中に、

地域環境の問題、水のとうとさ、海の汚染の

問題、いろんなことのケアが、その実態が全

然なってないわけだな。漁業の人たちと地元

の人たちが話し合う、お世話になっているな

らば、そういう点の教育というものが生きて

ないわけだ。だから、そういうことをできる

だけ今後は生かしてもらいたい。そういう意

味で、実のあるものにしてもらいたいという

ことを言っておるわけだ。ただ来て、あそこ

におって、さっと帰るんじゃなくて、本当に

実のある研修に終わらせていただきたい、そ

れが青年の家のシステムだということを、よ

く指導していただきたい。そういうことを申

し上げておきたい。以上です。 

 

○小杉直委員長 私からも要望しておきます

が、地元の方々という言葉が幾つも出てきま

したけれども、県会議員は教育委員会も審議

しますし、地元の方々の１人でもありますか

ら、近くに県議がおるならば、必要に応じて

状況説明もしていただきたいというように要

望しておきます。 

 ほかに……。（「関連してですけれども」と

呼ぶ者あり）関連して。それなら副委員長。 

 

○小早川宗弘副委員長 山本委員の話で８ペ

ージ、先生として人間として基本的な姿勢が

なってないじゃないかというふうなことで、

私も今、文治の委員長をさせていただいてお

りますけれども、本当に非常識な先生がふえ

ているのかな、あるいはいろいろ不祥事を起

こす先生たちもふえてきているというふうな

ことで、私も非常に憤りを感じているところ

であります。 

 それで、さまざま研修されているというふ

うな話なんですけれども、私は、もしかする

とこの研修は余り実になっておらぬな、ただ

単に研修だけをやって、はいそれで終わりと

いうふうな感じになってないのかなというふ

うに疑問に思っています。私と非常に親しい

先生、今おつき合いがありますけれども、そ

の方は自己研修ということで、これは教育長

にもいろいろ話をしておりますＴＯＳＳとい

うグループの中で身銭を切って自己研修をさ

れている先生がいらっしゃいます。その先生

方が言うと、学校教育委員会が与える研修と

いうのは、やっぱり受け身型だ、なかなかそ

れが身について、自分の行動までには結びつ

かないというふうなことで、確実に身につく

ような研修のあり方をもう一度考え出してい

ただきたいというふうに思います。要望で

す。 

 

○平野みどり委員 関連です。初任研のこと

がいろいろ出ていますけれども、現場の校長

先生あたりから、もっと現場でのＯＪＴとい

いますか、そういった機会の方を充実させて

いった方がいいのではないかと。せっかく先

生になって子供たちとかかわる時間が初任研

の方で割かれてしまって、何のために先生に
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なったのかなと思ってしまってもいけないな

と、そこ辺はバランスが難しいと思うんです

ね。最初にきちんとたたき込むといいます

か、教員として教えていかなければいけない

こととか、そういう部分もありますけれど

も、初任研に関してはいろいろ見直しされて

いて、だから特別支援学校は前は１日だった

のが１週間ぐらい行って、とてもいい研修に

なっているという話も聞きますので、そうい

ったことも現場重視というか、そこら辺もや

っぱり考えていただきたいなというふうに思

うんですが、いかがでしょうか。 

 

○森塚高校教育課長 初任研につきまして

は、外に出ての研修といいますか学校での研

修が25日ぐらいということで、先ほど申しま

したような研修を行っております。それから

学校内におきましても、校長以下担当者がつ

いて研修を行っているという状況ですけれど

も、先生がおっしゃったようなことも、今後

は踏まえながら改善していくということで考

えていきたいと思います。ありがとうござい

ました。 

 

○平野みどり委員 結局、現場で一つ一つの

子供たちの事例を先輩の先生方からいろいろ

アドバイスを受けながらやっていくというこ

とが、本当に身についていくのか、その現場

にそういった指導がしっかりできる先生がい

るかどうかというのもありますけれども、校

長先生あたりには、そういった新任の先生あ

たりの研修、現場での研修という部分もしっ

かりしていただけるように、よろしくお願い

します。 

 

○木村義務教育課長 義務教育課では一応、

校外研修はもともとは、おっしゃるとおり30

日でございました。これはやっぱり先生方に

とって出る機会が多くて、校外の研修という

ことは現在22日というふうに減らしておりま

して、学校内での研修は大体30日でございま

す。学校内でしっかりやっていくという方向

で、今やっておるところでございます。 

 

○竹口博己委員 高校教育課長さんにお尋ね

します。教えてください。15ページ、教育長

も触れておられました育英資金の未収金の問

題です。どうでしょうか、主な理由はどんな

のがあるかというのが１つと、年次別に見た

動向、ふえておるか減っておるかを教えてく

ださい。 

 それからもう一つ、30ページのこれは人権

同和教育課長さんにお尋ねしますが、この未

収の主な理由と年次別の動向、減っておるの

かふえておるのかをお示しください。 

 

○森塚高校教育課長 まず最初に、主な理由

ということでございますが、現在、滞納者は

20年度で556名ということになっておりま

す。 

 その主な理由は、大体半数が経済的な理

由、収入が低いとかあるいは失業とか病気と

いったものでございます。その方々が６カ月

以上滞納をなさっているというような状況に

あります。 

 それから、年次別の推移ということでござ

いますが、過去３カ年間を申し上げますと、

平成18年度は滞納者が239人で、滞納額は約

3,200万円です。それから平成19年度が、滞

納者が356人で4,570万円ぐらいになっており

ます。そして20年度につきましては、滞納者

の数が556人で滞納額は6,430万円弱というこ

とになっております。 

 

○恵濃人権同和教育課長 未収金が毎年増加

しているということにつきましては、理由は

幾つかございますけれども、申し上げます

と、まず第１点は返還対象者の所得増あるい

は生活保護基準の見直し等に伴いまして、免

除対象とならない事例が増加して、返還調定
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額は増加する傾向にございます。このうち６

割、３分の２程度が返還されておりますけれ

ども、残り３分の１程度が新たな未収金とし

て毎年累積しておるところでございます。 

 ２点目に、過年度分の未収金につきまして

も解消に努めておりますけれども、奨学生自

身が県外へ転居したり、あるいは所在不明者

の増加とか、あるいは保護者、これは保証人

になっておりますけれども、高齢化に伴いま

して回収が進まない状況にあります。それか

らまた、最近の厳しい経済状況から、リスト

ラとか奨学生自身が、あるいは保護者がリス

トラに遇ったりとかで収入が大きく減ったり

する例もあって、返還が難しいケースが生じ

ているところでございます。 

 それから、年度別ということでございます

が、ちょっとお待ちくださいませ。これは過

年度分ということでようございますでしょう

か。過去３年間を申し上げますと、未収金等

につきましては平成17年から申し上げます

と、平成17年度が5,711万円、平成18年度が

6,446万円、平成19年度が7,578万円、平成20

年度は先ほど申し上げましたとおり8,437万

円ということで、大体700万円から多いとき

で1,100万円が増加しているところでござい

まして、昨年度からは860万円ほど増加して

いるところでございます。以上でございま

す。 

 

○竹口博己委員 ありがとうございました。

もういいです。わかりました。 

 

○吉田忠道委員 １件目は、今のに関連して

質問し、その次にまた質問します。 

 やっぱり、高校教育課と人権同和教育課で

すね。今の中で15ページ、資金の超過のとこ

ろですけれども、予算現額と調定額が約6,00

0万円出ているんですよね。これは、どうい

うところに原因があるんですか。我々は、ど

ういうふうに解釈すればいいんですか。それ

が１件です。これは、人権の方も一緒です

ね。 

 人権の方は、よかです。高校教育課の方

に、ちょっとお願いします。 

 

○森塚高校教育課長 調定額は6,000万円ぐ

らい上がっているということでございます

が、これは未納分を考えたときに、実際に返

還される額は２億3,385万9,000円ということ

なんですが、現在の返還率は大体74％です。

そうしますと、実際に予算として組める分は

そのくらいかなというところで組んだもの

が、予算現額の１億7,613万2,000円というと

ころになっております。 

 

○吉田忠道委員 その理由は、わかりまし

た。 

 ところで、先ほどの収入未済に関してです

けれども、要するに実態といいますか、返納

しなければいけない人の各家庭あるいは連

絡、そういうのはしっかり実態が把握できて

いますか。それは人権の方にも両方聞きたい

んですね。 

 

○森塚高校教育課長 556人につきまして

は、一人一人その家庭の状況とかあるいは返

済の状況とかいうのを現在、一覧表にまとめ

ているところでございます。 

 

○恵濃人権同和教育課長 返還事務等につき

ましては、市町村の担当者を通じて返還事務

を行っておりますが、この市町村担当者が返

還相談を行う中で、結果としまして奨学生本

人あるいは保証人であります両親等の職業等

について、情報を得ることはございます。ま

た所属状況等につきましても、返還相談の際

の生活状況を聞き取る中で、できるだけ把握

するようにというところで、努力はしている

ところでございます。 
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○吉田忠道委員 いずれにしましても、これ

は大変難しい問題だと思いますので、実態を

正確に把握するように努力していただきたい

というふうに要望しておきます。 

 次の質問にいきます。さっき山本委員が質

問されましたところの８ページ、この中と次

の義務教育課のところに関連しますので、義

務教育課は18ページ。義務教育課の方の教育

指導費のところに、いじめ・不登校対策推進

事業というのが約7,000万円されておりま

す。これを20年の施策の成果、ここのところ

に138ページからずっと書かれてあります。

これを、私は19年度のとちょっと比較してみ

ました。費用的には平成20年度は約7,000万

円ですけれども、平成19年度は１億1,000万

円余り使われております。この成果のところ

なんですけれども、ここに中身は全く同じよ

うなことがずっと書かれております。ここに

書いてあるのは、成果というよりも、こうい

うことを実施した、配布した、何回やった

と、ただ結果が書かれているだけなんです

ね。成果というほどのことではないんです

よ。ただ、これだけやって、これだけの金を

かけてやったんだから、少しは成果というの

を出してもらいたいし、次の年度につながる

ようなことが何かないかなというのがあるん

ですけれども、高校教育課には、このいじめ

のところはないのか、義務教育だけなのか、

ちょっとその付近もあわせて質問いたしま

す。 

 

○木村義務教育課長 義務教育課でございま

す。まず、いじめ・不登校に関しましての成

果等でございますけれども、はっきり出てい

なくて申しわけございませんが、実際的には

これに関しましてかなりの成果が上がってお

ります。先ほど教育長が申し上げましたよう

に、いじめに関しましては平成18年度から熊

本県でいじめアンケートというのをやって、

これはいじめを受けたという子供が平成18年

度は約３万人おりました。平成19年度は約２

万5,000人、そして平成20年度が１万9,000

人、約２万人ということで、いじめを受けた

という子供は大分減ってきております。これ

は、取り組みの成果が出ておるんじゃないか

と思っております。 

 もう一つの不登校の問題でございますけれ

ども、これに対しましては、平成19年度が1,

747人で、出現率は100人につきまして1.09人

でございましたけれども、平成20年度になり

まして1,673人、出現率は1.05ということ

で、少しずつ成果は上がってきているんじゃ

ないかと思っておりますけれども、課としま

してはまだまだ多うございますので、これに

つきましては今後ともしっかり頑張って、い

じめ・不登校の問題については課題解決に向

かって頑張っていきたいと思っております。 

 

○森塚高校教育課長 まず、いじめについて

でございますが、平成19年度は、いじめられ

たことがあるということで、これも年に１回

調査をするんですが、平成19年度は、今のと

ころ、あるというのが2.9％、それが20年度

には2.3％ということで、減少しているとこ

ろがございます。 

 それから不登校、いわゆる30日以上の長期

欠席者につきましては、これは平成19年度は

2.1％ぐらいだったのが、平成20年度には1.6

％、人数にしまして849人ということになっ

ております。 

 

○吉田忠道委員 再確認するんですけれど

も、18ページのところの義務教育課のところ

の教育指導費のところには、今のいじめ等は

書いてあるけれども、高校教育課の方は事業

には書いてないんだけれども、実際は予算と

して費やしているのかというのと、義務教育

課には平成19年と20年がこれだけ予算が違う

というのは、どこに大きな違いがあるかを、

ちょっと……。 
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○森塚高校教育課長 高校におきましては、

高校生の非行防止と健全育成事業という中

で、いじめ・不登校等の問題についても対応

しております。 

 

○木村義務教育課長 いじめ・不登校の予算

の差でございますけれども、これはスクール

ソーシャルワーカーの差でございます。これ

は平成20年度は全額国庫負担で全部きており

ましたけれども、これは21年度は３分の１に

なったものですから、ある面で言ったら非常

に厳しい状況で落ちまして、もちろん、これ

の獲得のためには教育長に頑張っていただ

き、ある程度確保しましたけれども、全額国

庫と３分の１というのは違いますものですか

ら、そういう差でございます。 

 

○平野みどり委員 関連でいいですか。今、

義務教育課長がおっしゃったのは、これでわ

かった、先ほどの御説明は平成19年度と平成

20年度の比較だったですよね。国庫補助がカ

ットされたのは今年度でしょう。ですよね。

だから、これからどうあらわれるかという問

題かなと思いますよね。以前、委員が指摘さ

れていたように、平成19年度と平成20年度で

は、そのいじめ・不登校の対策推進事業はス

クールソーシャルワーカーの部分が、これだ

けの予算の差が出ているという部分はちょっ

と、国庫補助の関係とはちょっと納得がいか

ないんですけれども、もう少し説明していた

だけますか。 

 

○木村義務教育課長 いじめ・不登校対策総

合推進事業は大きくございまして、スクール

カウンセラーとかいじめ・不登校対策事業に

入っていますけれども、その中で平成19年度

が全額国庫事業で子どもと親の相談事業とい

うのがございました。これは各学校を指定し

まして、そこに子どもと親の相談事業員とい

うのを派遣しておりまして、それが結局、こ

れは全額国庫できておりましたけれども、こ

れがまた実際のところ３分の１補助になりま

して、それで、うちとしましてはこれは受け

ることができなかったので、これは減らして

しまったものですから、この分が減ってきた

というふうに……。 

 

○平野みどり委員 わかりました。それで、

18ページのいじめ・不登校対策総合推進事業

で、スクールソーシャルワーカーが確保でき

なかったということでの不用額というお話が

出てきましたけれども、スクールソーシャル

ワーカーの方たちはもっとお仕事をしたいと

おっしゃっていますけれども、確保できなか

ったという部分がどういうことなのかという

ことを、もう少し御説明いただけますか。 

 

○木村義務教育課長 これは、平成20年度は

全額国庫でございました。これはかなりの額

がきまして、うちとしましてはスクールソー

シャルワーカー、これは現在、各学校からも

非常に有効であるということでニーズが多い

んでございますけれども、これにつきまして

は今年度は15人の枠を一応予定しておりまし

た。実際は11人しか確保できませんでした。

原因としましては３つぐらいありますけれど

も、まずはうちとしましては精神保健福祉そ

れから社会福祉、これを資格として挙げまし

た。というのは、やはり専門性を持っておか

ないと教育相談ができません。それから家庭

環境を改善しますので、福祉関係等にもネッ

トワークを持ってなくてはいけないというこ

とで、そういう資格。それからもう一つは、

３年以上の実務経験を持つこと、この面で一

つは資格要件を持ちました。それからもう一

つが、これが12月に実際に文科省からきまし

て、当初予算で予算を組むことできませんで

した。６月補正で組みまして、つまり年度途

中から採用したものですから、なかなかこの
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人員が確保できなかったということで、15枠

を11枠ということで、その残りの分ができな

かったということで、この差が出てきまし

た。 

 

○平野みどり委員 今御説明を聞いて、わか

りました。有資格の方を見つけるのは、これ

は非常勤ですから時給も、文治の方でも質問

があったかと思いますが、専門性がある方な

のに非常に低いですよね。ましてや、学校と

か本人の自宅とか医療機関、福祉機関、そこ

を回りながら活動されるという意味で、交通

費の部分、これすごく大きいという話を聞い

ています。本当にスクールソーシャルワーカ

ーの方たちはやりがいを感じておられて、今

の時代を生きる子供たちがこういうところで

つまずかないようにということで一生懸命や

っていらっしゃる。そういう部分での専門性

をしっかり持っていただくために、専門性を

持って取り組んでいただくためには、待遇の

部分はやはりしっかり保障していかないとい

けない、移動の部分の交通費もそうですけれ

ども、これを地方だけでやっていけというの

は本当に大変なことなので、新たに県に対し

てもスクールカウンセラーの文言はありまし

たが、スクールソーシャルワーカーという文

言がなくて、ちょっと残念だったので、その

部分は地域の大きな課題として国に対して、

上げていっていただきたい。私たちも、そう

いう思いで国に言っていきたいと思うので、

よろしくお願いします。 

 

○山本秀久委員 さっき竹口委員からお話が

ありました問題で、教育長のあいさつの中

に、督促業務にかかわる非常勤の職員の増

員、これは４人増員したと書いてあって、ス

タートの方には、その増員によりさらに内容

を充実させていきたいということは、その４

人のほかにまた増員するという意味なの。 

 

○山本教育長 それは４人のほかに増員す

る、今後のことを検討したいと思っています

けれども、今の状況としては４人、緊急雇用

対策を入れて４人の方だけでございます。 

 

○山本秀久委員 では、そのほかにまた増員

した場合は、今までずっと竹口委員から質問

があったときに聞いていたら、17年度から毎

年5,000万円ずつ未収金がふえておるわけだ

な。だから、それの回収が可能になるのかど

うかということを、ちょっとお尋ねしておき

たかったんです。 

 

○山本教育長 実は非常勤職員を今回４人入

れまして、各戸別の家庭訪問の回数あたりが

今までと比べますと随分ふえております。し

たがいまして、先ほどもちょっと話がありま

したように、家庭の状況の把握とかあるいは

その分、今まで家庭の戸別訪問に非常勤職員

がふえたことによって、戸別訪問に今まで回

った人が今度は自分の方でいろんな該当者の

リストの整理ができるとか、そういったこと

でさまざまな効果が上がっております。それ

とあと、どうしてもその中で悪質といいます

か、本当はひょっとしたら払えるかもしれな

いのに払わないような人、そういった場合は

今後は裁判関係、そういった法的手続、法に

よる催告とか、そういったことを組み合わせ

ながら今後やっていきたいというふうに思っ

ております。 

 

○山本秀久委員 今、専門的な分野でね。毎

年5,000万円ずつ残っていっておるというこ

とは相当なあれだから、これを早くそろえ

て、今教育長の言われたことで解決できるな

ら、それを早急にやってくださいよ。一応、

要望しておきます。 

 

○小杉直委員長 吉田委員、ちょっとお待ち

ください。吉田委員以外に、どなたか御質問
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はございませんか。吉田委員、ちょっとお待

ちくださいね。 

 

○吉永和世委員 何年か前に言ったことがあ

るんですが、県立教育センターがあります

ね、教育センターの今の状況、何年ぐらいた

っているのかと、その活用状況というのを、

ぜひお聞かせいただきたいんですけれども。 

 

○阿南教育次長 今の吉永委員の質問につい

て、私が答えます。 

 教育センターの現状としては、大体もとも

とは研究機関としていろんな教科の研究をや

っておりました。しかし、今は研修の一元化

によりまして、例えば初任研とか10年経験者

研修とか、あるいは職能別の管理職研修、い

ろんな研修が全部センターに移管されました

ので、そういうセンターとしての研修を一元

的に今やっておりますので、研修の中心的機

関と、研究と研修を両方やっているという現

状でございます。 

 

○吉永和世委員 前に行ったときは、すごく

古いなというイメージがあって、エアコンも

たしか故障していて、こんなところで研修を

やって何か実になるのかなと思ったんですけ

れども、結構古いんですよね。もう何年ぐら

いたっているんですか。 

 

○阿南教育次長 創立が昭和46年でありまし

て、もうかれこれ40年近くたっております。

建物は相当古くて、改修改修でやっておりま

すけれども、なかなか高額な金もかかるもの

ですから。ただエアコンあたりは、前回ここ

で質問がありましたので、大きなやつは改修

して、エアコンはきくようになっておりま

す。 

 

○吉永和世委員 そういった形で研修等の目

的を十分に達成されている、大事な施設であ

るということで、今後もそういった教育の場

で使っていくということになると、やはり長

い目で見て今後どういうふうにすればいいの

かというのも、やはり検討する必要があるん

じゃないのかなというふうに思いますので、

そこら辺も視野に入れて……。 

 

○小杉直委員長 要望で、ようございます

か。関連して、平野委員。 

 

○平野みどり委員 教育センターの場所です

けれども、全県から来られる先生方にとって

はどうなんですかね。 

 

○阿南教育次長 やっぱり先生がおっしゃっ

たように、北に偏っておるものですから、や

はり天草とか人吉、球磨あたりからの交通の

便も大分よくはなりましたけれども、やっぱ

り距離的には非常に遠いので、私個人的に考

えれば、中央あたりに建てていただくと、普

段から利用がもっと進むんだと思うんですけ

れども、なかなか遠いもので。例えば、夏休

みあたりにちょっとセンターに行って研究し

たり、あるいは指導主事について勉強したり

と思っても、ちょっと周辺の者に限られる

と。あるいは、相談活動あたりもやっており

ますけれども、直接行かれる方は山鹿とかそ

ういう方ばかりですので、ちょっともったい

ないということは、確かに先生のおっしゃる

とおりと私も思います。 

 

○平野みどり委員 例えば、山鹿の教育セン

ターを使わずに県庁の地下を使ったりとかと

いう研修も、初任の場合はされているんです

かね。 

 

○阿南教育次長 たくさんの人数を集めると

きは、例えば県庁地下大あたりが使えるとき

は、全部を集めるときは旅費がかなり高いの

で、できるだけ安く上がるように、県庁地下
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とか周辺の施設を使うこともあります。 

 

○吉田忠道委員 高校教育課、決算書の方の

364ページに高等学校費というのがあります

が、このずうっと右の方の備考欄を見ておっ

たら、前年度繰り越し事業費不用額というの

が2,800万円ほどありますが、これは後で見

ていたら、たぶん368ページの学校建設費だ

と思うんですけれども、これは具体的にどう

いうことですか。 

 

○児玉施設課長 施設課でございます。 

 これは、うちの方でございまして、実は19

年度予算で菊池の校舎の改修をやりまして、

それの方が２億6,000万円、約２億7,000万円

を繰り越しておるわけでございますけれど

も、４本の工事がございまして、1,000万円

ぐらいの１本は契約繰り越しですけれども、

残りの３本約２億6,000万円が未契約繰り越

しでございまして、未契約繰り越しだったた

めに、20年度の入札において、平均の入札率

は大体88％ですので、そういうことで繰り越

しに約2,840万円の入札残を生じたというと

ころでございます。 

 

○小杉直委員長 ほかにございませんか。 

 

○平野みどり委員 まず１点目が、５ページ

の福利厚生のところで教職員の皆さんの検診

の不用額、これがかなり額が多いということ

で、検診を本当はすべき先生方がされていな

いという現状なんでしょうか。自己負担等

で、なかなか皆さんされないのか、そこら辺

の状況を教えてください。 

 

○藤本福利厚生課長 これは人間ドックあた

りを受けられた場合はそれで健康診断という

ことで変えることができますので、人間ドッ

クあたりがかなり多かったために、この健康

診断の方の受診者が少なかったということに

なります。 

 

○平野みどり委員 ということは、一定の年

齢になった先生方はきちんと検診及び人間ド

ックは受けていらっしゃるということです

か。 

 

○藤本福利厚生課長 検診は、もう全員が受

けています。 

 

○平野みどり委員 健康をないがしろにした

わけではないということですね。はい、わか

りました。 

 では、次にもう一つお願いします。９ペー

ジの高校教育課の教育振興費の中の高等学校

産業教育設備整備費の不用額、これも具体的

にどういった部分で……、産業教育に関して

の整備というのは大事なことだと思うんです

よね。どういった形での不用額になっている

んでしょうか。 

 

○森塚高校教育課長 これは入札が12月から

１月ごろにかけて行われるということがあり

まして、２月補正に間に合わなかったという

ような内容になっております。 

 

○平野みどり委員 はい、わかりました。 

 もう一点。スクールカウンセラーの報酬等

返還金、これは17ページですかね、収入未済

ということで出ています。記憶をたどってい

くと、例の双子のスクールカウンセラーの方

で１人は有資格、１人は違うということで、

本人と入れかわってカウンセラーをしたとい

うあの１件でしたけれども、御病気で返還が

今のところ難しいということですけれども、

今後の見通しとしてどうなんでしょうか。 

 

○木村義務教育課長 この方は無資格という

ことで、先ほど申しましたように、うちの方

からお金の返還を要求しているんでございま
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すけれども、実を申しますと、先ほど話があ

りましたように覚せい剤違反で２年間ぐらい

の刑期を終えられて帰って来られまして、そ

れの後遺症みたいな話なので、その後遺症で

幻覚とかいろいろなことが出るということ

で、現在仕事ができない、全く無職の状態で

ございます。 

 先ほど申しましたように、しばらくはお金

を４回ぐらい出しましたけれども、その後は

現在無職ということで、この回復を待ってか

ら、職業についた後でうちとしてはお願いし

ていくというような形になるかなということ

で、現在は病院に通院していらっしゃるもの

ですから、その回復状況を見守ってから行く

必要があるかと思っております。 

 

○平野みどり委員 回収は、見込みとしては

かなり厳しいですね。これは本当に回収でき

ない状況になったときは、行政的にどんなふ

うに処理をされるおつもりなんですか。 

 

○木村義務教育課長 これは財政課とも現在

話しているところでございますけれども、一

つの返還額が17年度からの分は5,000円をず

っと引きまして、あと10万円ぐらいぽっと払

っているんです。もう一回、分割計画を少な

めにしまして、できるだけ可能な限り納めて

いただくという形で持っていこうかなという

ことを考えています。公正証書等も考えてお

りますけれども、まず財産的なものを持って

いらっしゃいません。家も持っていらっしゃ

いません。借金がほかにあるんじゃないかと

いう感じもしまして、法的にかけても取り返

せないんじゃないか。だから、なるだけ少な

い金額で、今後は返していただくだけは返し

ていただくという方向に持っていかざるを得

ないかなという感じでございます。 

 

○平野みどり委員 わかりました。 

 

○吉田忠道委員 主要な施策の成果のところ

で、136ページの下の方に、35人学級編成と

いうのがあります。１学年、２学年これだけ

35人学級でやったと思いますけれども、前年

度を見ても同じことが書いてあって、この結

果これはどういう方向に持っていくのか、ど

ういう成果があったのかというのを少しは聞

きたいんですけれども。なかなか実証が難し

いかもわかりませんけれども、あとこれは３

年に延ばしていくのか、４年、５年、６年と

ずっとやっていくのか、その見込みあたりを

ちょっと聞かせてください。 

 

○由解学校人事課長 学校人事課でございま

す。 

 今後の方向性といたしまして、これを３

年、４年まで延ばしていくかということにつ

いては、今のところ考えはございません。 

 ただ、１年、２年に35人学級を取り入れた

成果につきましては、学力向上等にどういう

ふうに寄与したかということにつきまして

は、関係の義務教育課と連携しながら、成果

を踏まえた上で、今後これを続けていくかど

うかということも含めて、まだ検討する必要

があるかというふうに思っています。現在の

ところは、成果につきましてはっきりした形

でのめどといいますか、成果の把握はしてい

ないような状況でございます。 

 

○吉田忠道委員 35人学級になっていったん

ですから、これを今３、４年に持っていかな

いということであるなら、計画がないという

ことであるならば、これはしっかり検証しな

いといかぬと思うんですよ。こっちがいいだ

ろうということで、ただ何となくいい、ただ

少なければいいという観念じゃなくて、やっ

ぱりきちっと分析しなければいかぬと思いま

すので、今後やっぱり早急に、３年まで４年

まで延ばしていかないかぬのか、その付近も

やっぱり……これは要望しておきます。 
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○木村義務教育課長 成果等に関しまして

は、義務教育課の方で一応把握しております

ので、ようございますでしょうか。 

 少人数学級の先生たちがいろんな分でアン

ケートをとりまして言っていることは、まず

子供たちが少なくなっているから学習面、生

活面で個に応じたきちんとした小まめな指導

ができるということをおっしゃっています。

それから学習訓練が徹底できる。それから、

いろんな評価をするにしても、人間が少ない

からきちんとし評価ができて丁寧な指導がで

きて、きちんとした指導ができるというこ

と。それから、やはり児童が活躍する場です

かね、少ないのでそういういい面が出ている

ということは聞いております。 

 

○吉田忠道委員 理解できますけれども、あ

ともう一つ要望したいのが、過密している学

校と過疎化している学校がありますよね、私

どもの地元にあります。過疎化している学校

は学級10人あるいは10人未満のところが今あ

りますけれども、そういうところはしっかり

と目が届いて指導ができるはずですけれど

も、その付近の比較ともやられてみたらどう

かなと思うんですけれども、１つ要望してお

きます。 

 

○平野みどり委員 関連で。これも要望です

が、熊本市と随分差が出てきてしまうわけで

すよね。熊本市の場合は中学１年まで少人数

学級でやっていますかね、今年度から。 

 

○小杉直委員長 要望じゃなかったですか

ね。 

 

○平野みどり委員 済みません、質問です。 

 

○由解学校人事課長 熊本市の取り組みでご

ざいますけれども、小学校３、４年まで、ま

た今年度から中学校１年までしておるという

ところでございます。 

 

○平野みどり委員 義務教育課長もおっしゃ

ったように、少人数学級であれば成果は上が

っていることはもうはっきりしているんです

よね。子供、保護者そして先生方はみんなそ

ういうふうに言います。ただ、それを財政的

にどこまでサポートできるか、それと、さっ

き吉田委員が言われたように、地方でもやっ

ぱり過密しているところと熊本市周辺部の過

密しているところと、本当に統廃合の対象に

なるようなというところがありますので、そ

こら辺のバランスもやっぱり考えながら、今

後どうしていくかという方針を、県としても

やっぱりしっかりと出していって、政令市熊

本市におくれをとってはいけないというか、

同じ熊本県の県民として、同じレベルの教育

環境が保障できるように頑張っていただきた

いということを要望しておきます。 

 

○小杉直委員長 はい、ありがとうございま

す。 

 それでは、以上で教育委員会の審査を終了

いたします。御苦労さまでございました。 

  午前11時51分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時49分開議 

○小杉直委員長 それでは、再開をいたしま

して、これより土木部の審査を行います。 

 まず、土木部長から総括説明を行い、続い

て担当課長から順番に説明をお願いします。 

 初めに、松永土木部長。 

 

○松永土木部長 総括説明をさせていただき

ます。 

 まず、初めに、会計検査に関しまして、先

日の農林水産部からも報告がありましたよう

に、土木部でも国庫補助事業事務費の執行に

ついて、会計検査院から指摘を受けるという
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見込みになりました。このことについては、

県民の皆様、委員の皆様に深くお詫びを申し

上げます。 

 会計検査は、農林水産省、国土交通省所管

の補助事業に係る事務費について行われまし

た。 

 会計検査院からは、本県の自主調査で判明

した預け金、差しかえのほか、一括払いや翌

年度納入等の会計処理上の不備や補助金対象

外への補助金充当等について指摘を受ける見

込みとなっております。 

 指摘見込み額は、国土交通省所管分とし

て、国庫補助金相当額で3,000万円余、事業

費ベースで5,300万円余となっております。 

 検査結果につきましては広く情報を公開

し、県民の皆様に説明責任を果たしてまいり

ます。 

 このような指摘を受ける背景には、公金に

対する職員の意識の希薄さや、決まったチェ

ック体制がとられていなかったことが挙げら

れます。 

 また、一方では、現行予算が一会計年度内

に処理しなければならないという単年度予算

の問題や、国から事務費の使途が必ずしも明

快に示されてこなかったこと、事務費の使途

が限定されており弾力的な運用ができないこ

となど、制度面の問題もあると思っておりま

す。こうしたことを会計検査院にもお伝えし

て協議を行ってまいりましたが、結果として

指摘を受けることになったものでございま

す。 

 県では、自主調査後の本年３月に再発防止

策を策定しております。今回、会計検査院か

ら指摘を受けるものについても、既に今年度

から改善を図っております。また、国に対し

ては、補助金の使途基準の明確化や一括交付

金化など、よりわかりやすく使いやすい制度

となるよう改善を求めてまいる所存です。 

 土木部としましては、職員一丸となって職

員の意識改革に取り組み、県民の皆様の一刻

も早い信頼回復に努めてまいります。 

 次に、前年度の決算特別委員会において御

指摘のありました、施策推進上改善または検

討を要する事項等のうち、土木部関係につい

てその後の措置状況を御報告いたします。 

 各部局の共通事項として御指摘のありまし

た「今回の物品調達等に関する不適正な経理

処理が行われたことについての原因分析を行

い、予算執行手続、チェック体制の整備、物

品調達システムの見直し等を行うこと。」に

ついてでございます。 

 土木部としましては、既に３月に策定され

ました再発防止策に取り組んでいるところで

あり、今後より一層職員の意識改革に努め、

納品検査や書類による購入伺い作成の徹底に

より再発防止を図り、このような不適正経理

を二度と起こさないよう努めてまいります。 

 次に、各部局の共通事項の御指摘としまし

て、「収入未済の解消については、関係部局

においてそれぞれ努力の跡が見られるが、財

源の確保及び負担の公平性の観点に立ち、費

用対効果も十分踏まえながら、さらに適切か

つ効率的な徴収対策を講じること。」につい

てでございます。 

 収入未済の解消につきましては、督促状の

送付、電話や面談による督促はもとより、所

在確認調査や資産調査の実施、夜間や休日徴

収を実施するなど収入未済の解消に努めてお

ります。また、県営住宅使用料につきまして

は、明け渡し訴訟や強制執行、即決和解など

の法的措置の積極的な実施及び取り組みの強

化など、徴収促進に努めてきたところでござ

います。今後も引き続き未収金の解消に取り

組んでまいります。 

 次に、土木部関係の御指摘としまして、

「地域の重要な産業である建設業は、公共事

業の減少に伴い、厳しい状況にある。引き続

き発注制度の見直しに取り組み、改善すべき

ところは改善して技術と経営に優れた企業の

育成に努めること。」についてでございま
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す。 

 一般競争入札の拡大や総合評価方式の試行

拡大により、入札、契約制度の透明性、公平

性を高め、技術と経営に優れた企業が育成さ

れる競争環境を整えるとともに、最低制限価

格制度の見直し等の取り組みを通じて、今後

とも建設産業が地域経済の中核として持続的

に発展できるよう努めてまいります。 

 続きまして、土木部の平成20年度決算の概

要を、決算特別委員会説明資料の１ページ、

平成20年度歳入歳出決算総括表で御説明させ

ていただきます。  

 まず、歳入についてでございますが、一般

会計、特別会計合わせまして収入済み額が54

4億5,211万6,000円、不納欠損額2,558万1,00

0円及び収入未済額３億2,040万8,000円とな

っております。 

 不納欠損額の主なものは、県営住宅使用料

及び重要、方港湾使用料となっており、また

収入未済額の主なものは県営住宅使用料とな

っております。 

 なお、予算現額と収入済み額との差は、主

に翌年度への事業繰り越しに伴うものでござ

います。 

 続きまして、歳出についてでございます

が、一般会計、特別会計合わせまして支出済

み額が1,197億4,065万8,000円、翌年度繰越

額は294億9,549万5,000円、不用額10億9,678

万5,000円となっております。 

 翌年度繰越額の主な理由は、地元住民や関

係機関との調整に時間を要したこと、用地買

収、補償家屋の移転に時間を要したこと等に

より工期が不足し、やむを得ず平成21年度へ

繰り越したもので、現在その執行に鋭意取り

組んでいるところでございます。 

 また、不用額の主な理由は、国の事業進捗

遅延による執行残及び経費節減等に伴う執行

残でございます。 

 以上、平成20年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして総括的に御説明申し上げまし

たが、詳細につきましては関係課長から御説

明いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○小杉直委員長 引き続き、各課長の説明を

お願いしますが、自己紹介の後、着座して説

明されて結構です。 

 最初に、鷹尾監理課長。 

 

○鷹尾監理課長 監理課の鷹尾でございま

す。着席をして説明をさせていただきます。 

 お手元の決算特別委員会説明資料の説明に

先立ちまして、今年度定期監査におきまして

監理課関係の報告、公表事項がございますの

で、最初に御説明をさせていただきます。 

 報告、公表事項は、「所管する出先機関

に、平成20年度末現在、工事契約違約金（73

9,702円）、工事請負契約解除に伴う前払金余

剰額利息（908,055円）の未収金がある。い

ずれも倒産によるものであり、該当する出先

機関と連携のうえ、住民票の異動確認等によ

り債務者の所在調査を行い、引き続き回収に

努めること。」でございます。 

 これは、工事や業務委託の請負契約を締結

をいたしました業者が、倒産等の理由で工事

が完成することができなくなりましたため、

契約を解除した際の違約金及び前払金の出来

高不足分がございますが、これがあった場合

に不足分を返納する際の利息相当分が未収金

となっているものでございます。 

 現在、会計規則などにのっとりまして、こ

れらの解消に向けて努力をしているところで

ございますが、詳細につきましては決算説明

資料の中で御説明をさせていただきます。 

 それでは、決算特別委員会説明資料をお開

き願います。 

 まず、２ページをお願いをいたします。 

 一般会計の歳入についてでございます。 

 ２ページから３ページにかけましての使用

料及び手数料でございますが、不納欠損額、
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収入未済額はございません。 

 次に、３ページ中段の国庫支出金、それに

３ページから４ページの財産収入につきまし

ても、不納欠損額、収入未済額ともございま

せん。 

 次に、４ページ中段の繰入金でございます

が、用地先行取得特別会計及び幹線道路整備

資金から一般会計への繰入金について、不納

欠損額、収入未済額ともございません。 

 ４ページ下段の繰越金でございますが、こ

れは前年度からの繰越金で、これも不納欠損

額、収入未済額ともございません。 

 次に、５ページの諸収入でございますが、

４段目に記載をしております建設業振興資金

貸付金回収金につきまして、予算現額5,000

万円に対しまして収入済み額が1,000万円と

なっております。これは県から金融機関に預

託をいたしまして、公共工事の施行に必要な

運転資金を、熊本県建設業協同組合を通しま

して施工業者に融資をしているものでござい

ますが、備考欄にありますとおり、建設業振

興資金貸付金の利用実績が少なかったことか

ら銀行への預託額が少なくなり、それに伴い

回収金が少なくなったということによるもの

でございます。 

 ５ページから６ページの雑入についてでご

ざいます。 

 収入未済額164万7,000円のうち、工事契約

違約金につきまして73万9,000円、６ページ

の雑入につきまして90万8,000円が収入未済

となっております。これは冒頭御説明申し上

げました定期監査の報告、公表事項でござい

まして、請負業者の倒産で契約を解除をした

際に、違約金と前払金の出来高不足分を減免

する際の利息相当分を請求したものでござい

ますが、代表者の死亡、行方不明などにより

まして収入未済になっているものでございま

す。現在も代表者の所在不明等につきまして

は、引き続き所在確認調査や登記簿の確認な

どによりまして、法人の動向に注意をするな

ど適切な債権処理によりまして、未収金の解

消に努めておるところでございます。 

 次に、７ページをお願いをいたします。 

 一般会計の歳出についてでございます。 

 土木総務費において4,080万4,000円の不用

額を生じております。これは主に人件費の執

行残、それからＣＡＬＳ／ＥＣ事業などの入

札に伴う執行残でございます。 

 次に、８ページをお願いをいたします。 

 ２段目の建設業指導監督費におきまして5,

349万5,000円の不用額を生じております。こ

れは歳入のところで御説明をいたしました

が、建設業振興資金貸し付けの利用実績が少

なかったことなどによる執行残でございま

す。 

 次に、９ページをお願いをいたします。 

 用地先行取得事業特別会計でございます。 

 まず、歳入についてでございますが、財産

収入、県債、繰越金とも不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 １段目の財産収入につきましては、予算に

対して２億2,179万円の増となっております

が、国への先行取得用地の引き渡し分が増加

したことによるものでございます。 

 ２段目の県債につきましては、予算に対し

まして６億5,500万円の減となっております

が、これは事業量の減少によるものでござい

ます。 

 次に、10ページをお願いします。 

 歳出についてでございますが、道路新設改

良費の４億4,248万5,000円の不用額は、用地

取得などの執行残でございます。 

 以上、よろしくお願いをいたします。 

 

○小杉直委員長 暑いので、上着を脱ぐ方は

脱いで結構ですよ。 

 

○西山道路整備課長 道路整備課長の西山で

ございます。座らせて説明させていただきま

す。 
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 まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。 

 続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。 

 歳入につきましては、説明資料の11ページ

から13ページでございます。 

 歳入の内容は、分担金及び負担金、国庫支

出金、財産収入、繰越金、諸収入でございま

す。 

 主なものについて御説明いたします。 

 11ページの土木費国庫補助金で、予算額に

対しまして50億102万9,000円の減となってお

りますのは、繰り越しに伴うものでございま

す。 

 次に、13ページの諸収入で、予算額に対し

まして3,761万6,000円の減となっております

のは、受託事業の減等に伴うものでございま

す。 

 また、雑入で収入未済額が10万3,000円で

ございますが、これは受注業者の破産による

契約解除に伴います前払金余剰金利息でござ

いまして、現在当該事業者は破産手続中でご

ざいまして、破産債権届出書を裁判所に提出

し、債権の確保に努めているところでござい

ます。なお、いずれも不納欠損額はありませ

ん。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 14ページをお願いいたします。 

 道路橋りょう総務費の不用額は6,088万6,0

00円でございますが、人件費及び国直轄事業

負担金の減に伴う執行残でございます。 

 また、国庫支出金返納金6,084万1,000円に

つきましては、仮設橋梁の撤去に伴い発生し

た資材売却益につきまして、撤去工事費に係

る国庫補助率相当額を国に返納したものでご

ざいます。 

 次に、道路新設改良費の不用額2,764万8,0

00円につきましては、受託事業費の減及び経

費節減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

しては、附属資料で説明させていただきま

す。 

 附属資料の１ページから20ページまで掲げ

ておりますけれども、道路改築費以下合計で

162カ所、93億8,095万7,000円でございま

す。 

 繰り越しの理由は、関係機関との調整など

の計画に要する諸条件の整備や、用地補償交

渉の難航及び工法の検討、協議に不測の日数

を要したこと等によりまして、やむなく次年

度へ繰り越したものでございます。 

 以上で道路整備課の説明を終わらせていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

 

○古賀道路保全課長 道路保全課長の古賀で

ございます。座わって説明させていただきま

す。 

 まず、決算特別委員会説明資料の説明に入

ります前に、今年度の定期監査における報

告、公表事項がございますので、最初に説明

いたします。 

 報告、公表事項は、道路占用料の未収金21

9万1,000円余、道路損傷事故等に係る原因者

負担金の未収金1,060万8,000円、及び前払金

余剰額利息の未収金約48万7,000円につきま

して、引き続きその回収に努めること、そう

いうものでございました。 

 これにつきましては、関係する各出先機関

において、納入義務者への催告の強化や差し

押さえなどの法的措置のほか、一括での納入

が困難な場合には返済計画に沿った分納を勧

めるなど、引き続き解消に努めているところ

でございます。 

 それでは、委員会説明資料に基づきまして

説明いたします。 

 資料の15ページをお願いします。 

 歳入でございますが、歳入につきましては

15ページから18ページまででございます。 

 まず、15ページの分担金及び負担金でござ

いますが、不納欠損額、収入未済額ともござ
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いません。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 中ほどに記載しております使用料及び手数

料のうち、道路占用料について説明いたしま

す。 

 調停額３億7,049万1,000円に対しまして３

億6,829万9,000円を収納しております。収納

率で申しますと99％以上となっております。

収入未済額が219万2,000円発生しております

が、これは先ほど監査の報告、公表事項の中

で申し上げましたもので、この解消のため、

関係する出先機関において所在不明者の追跡

調査や債権の差し押さえなどの強制徴収を行

うなど、収入の確保に努めているところでご

ざいます。 

 次に、16ページ最下段の国庫支出金でござ

いますが、予算額に対しまして24億1,730万

円の減となっておりますが、これは各事業の

繰り越しによるものでございます。 

 続きまして、18ページをお願いします。 

 ２段目の土地売払収入でございますが、こ

れは道路のつけかえなどによって生じました

旧道の敷地を売却して得た収入でございま

す。今後も引き続き積極的に売却を進めてい

きたいと考えております。 

 次に、18ページ最下段の雑入につきまして

は、不納欠損額29万7,000円が発生しており

ますが、これは納入義務者が破産宣告を受

け、差し押さえる財産もなく時効を迎えたた

め、やむを得ず不納欠損を行ったものでござ

います。また、収入未済額が1,109万5,000円

ございますが、これは先ほどの監査の報告、

公表事項で触れましたように、道路損傷事故

等による原因者負担金の未収金1,060万8,000

円、及び前払金余剰額利息の未収金48万7,00

0円でございまして、主に経営不振や行方不

明等により計画どおりの納付がなされなかっ

たものでございます。この解消につきまして

は、負担者の追跡調査、不動産の差し押さえ

など引き続き収入の確保に努めてまいりま

す。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 引き続きまして、歳出について御説明いた

します。 

 歳出につきましては、19ページから20ペー

ジでございます。 

 19ページをお願いします。 

 道路橋りょう総務費の不用額304万円、そ

れから道路維持費の不用額4,046万円は、い

ずれも経費節減に伴う執行残によるものでご

ざいます。 

 次に、20ページをお願いします。 

 道路新設改良費の不用額208万円は、受託

事業費の精算に伴う執行残によるものでござ

います。 

 歳出につきましては以上でございます。 

 最後に、繰り越しについて説明します。附

属資料をお願いします。 

 附属資料、道路保全課関係につきまして

は、21ページから35ページまでとなっており

ます。 

 35ページをおあけください。35ページに道

路保全課分の合計を記載しておりますので、

こちらで説明いたします。 

 道路保全課全体では、146カ所、50億3,310

万円の繰り越しとなっております。主な理由

といたしましては、用地交渉の難航、及び現

場施工条件の悪化等による工法協議に日数を

要したものでございまして、いずれも当初想

定できなかった支障が生じたため、やむを得

ず繰り越しをしたものでございます。 

 以上で道路保全課の説明を終わらせていた

だきます。よろしくお願いします。 

 

○野田河川課長 河川課長の野田でございま

す。よろしくお願いします。 

 座って御説明させていただきます。 

 河川課の歳入歳出決算について御説明申し

上げます。 

 初めに、今年度の定期監査の報告、公表事
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項につきまして御説明申し上げます。 

 河川課への指摘事項はございませんが、指

導事項といたしまして、海砂利採取不当利得

返還金、平成20年度末現在の1,095万186円に

つきましては、分納により毎月100万円が徴

収され、回収に向け努力されているところで

あり、引き続き履行状況の確認等に努めるこ

と。 

 また、河川敷占用料、海岸占用料、工事前

払金返納金等の未収金、平成20年度末現在合

わせて1,487万8,840円については、連絡会議

等において、該当する出先機関と連携の上、

引き続き解消に努めることということでござ

いました。 

 これまでも未収金の解消につきましては、

出先機関と連携し解消に努めているところで

ございますが、引き続き解消に努めてまいり

ます。 

 それでは、説明資料に基づきまして、河川

課の歳入歳出決算について御説明を申し上げ

ます。 

 21ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、最上段は分担金及び

負担金でございます。これは海岸事業におけ

る市町村分担金、ダム事業における利水者負

担金でございますが、不納欠損額、収入未済

額ともございません。 

 22ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、このう

ち２段目の使用料で24万9,000円の収入未済

額を発生しております。内容は河川敷の占用

料と海岸の占用料でございまして、法人等の

倒産や占用者の所在不明等によるものでござ

います。 

 同じく、２段目の使用料で2,000円の不納

欠損額を生じております。内容は河川敷の占

用料でございまして、時効完成によるもので

ございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 １段目の国庫支出金で、収入済み額が予算

額に対して21億3,477万9,000円の減となって

おりますのは、２段目の災害復旧費国庫負担

金、及び下から３段目の土木費国庫補助金等

の繰り越しに伴う減が主な理由となっており

ます。 

 23ページから24ページ、25ページの上から

２段目までがその内訳でございます。 

 26ページをお願いします。 

 上から２段目、雑入で1,102万円の収入未

済額を生じておりますが、これは冒頭御説明

いたしました海砂利不法採取等に係る不当利

得の返還金、及び工事前払金余剰金利息でご

ざいます。 

 不当利得の返還金については、分納計画に

基づきまして毎月100万円を徴収しており、

今年度末には残り金額の収入は完了する予定

でございます。 

 工事前払金余剰金利息につきましては、法

人が清算手続中であるため、その状況の把握

に努めてまいります。 

 27ページをお願いいたします。 

 上から３段目、過年度収入で1,456万円の

収入未済額を生じております。内容は、工事

前払金の返納金でございまして、原因は業者

の経営悪化によるものでございます。平成21

年度には22万円を収入しておりますが、引き

続き収入の確保を図ってまいります。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。 

 28ページをお願いいたします。 

 河川海岸総務費につきまして2,857万7,000

円の不用額を生じておりますが、これは主に

人件費の不用残でございます。 

 29ページをお願いいたします。 

 河川改良費につきまして1,500万6,000円の

不用額を生じておりますが、これは事務費の

執行残でございます。 

 水防費の18万1,000円の不用額につきまし

ては、執行残でございます。 

 30ページをお願いいたします。 
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 １段目、土木災害復旧費で5,289万8,000円

の不用額が生じておりますが、これは主に河

川等補助災害復旧費における国の内示減に伴

うものでございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明を申

し上げます。 

 附属資料の36ページをお願いいたします。 

 36ページから43ページまでが繰越事業を掲

載しております。 

 恐れ入りますが、最後の43ページの最下段

に河川課分の合計を記載しておりますが、14

4カ所、43億4,358万9,000円が翌年度への繰

越額でございます。これは地元関係機関との

調整、並びに用地交渉等に不測の日数を要し

たため、やむなく次年度へ繰り越したもので

ございます。 

 以上、河川課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○潟山港湾課長 港湾課長の潟山でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 座らせて説明させていただきます。 

 お手元の説明資料の説明に入ります前に、

まず今年度の定期監査の報告、公表事項につ

きまして御説明いたします。 

 港湾課の報告、公表事項は、港湾施設使用

料等の未収金について引き続きその解消に努

めることでございました。平成20年度末で3,

754万1,177円となっており、それは港湾施設

使用者等の業績不振や経済的困窮等のために

発生しているものでございまして、現在適切

な回収処理に努めているところでございます

が、今後も引き続き回収に努めてまいりま

す。 

 それでは、説明資料に基づきまして御説明

いたします。 

 31ページをお開きください。 

 一般会計の歳入について御説明いたしま

す。 

 分担金及び負担金におきまして、不納欠

損、収入未済はございません。 

 ５段目の港湾ダイオキシン類対策事業費負

担金の予算現額に対する収入減は、原因者か

らの負担金の累積額を、20年度事業において

充当、調整したことによる減でございます。 

 次に、32ページをお開きください。 

 ２段目にあります使用料及び手数料のう

ち、港湾区域占用料の収入未済が230万円ご

ざいます。これは申請者の業績不振によるも

のでございます。 

 次に、33ページの下から２段目の財産収入

の土地貸付料に収入未済が27万2,000円ござ

います。これは百貫港の土地貸付料における

経済的困窮による未納でございます。 

 最下段の土地売払収入の収入済み額8,062

万4,000円につきましては、河内港の聖ヶ塔

地区の埋立地及び百貫港県有地の売却による

ものでございます。 

 次に、34ページをお願いいたします。 

 最下段の諸収入の雑入におきまして、収入

未済が27万4,000円ございますが、これは過

年度調定の港湾区域占用料が申請者の経営不

振で未納になっているものでございます。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 それと、次に、36ページをお開きくださ

い。 

 一般会計の歳出について御説明いたしま

す。 

 土木費の港湾費で不用額が2,134万3,000円

ございますが、港湾管理費や港湾建設費と空

港管理費で、いずれも入札残と経費節減によ

る執行残でございます。 

 次に、37ページの港湾単県災害復旧費でご

ざいますが、不用額が14万2,000円ございま

す。これは入札残でございます。 

 次に、38ページをお開きください。 

 港湾整備事業特別会計の歳入でございます

が、使用料及び手数料におきまして、地方港

湾と重要港湾の使用料を合わせまして収入未

済が1,235万8,000円ございます。これらは港
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湾施設利用者の業績不振によるものでござい

まして、この収入未済額につきましては、８

月末までに地方港湾使用料、重要港湾使用料

合わせて57万6,995円収入済みでございま

す。 

 次に、39ページの２段目の諸収入の雑入で

ございますが、収入未済額2,233万7,000円ご

ざいますが、このうち1,920万円は、三角港

において倒産した港湾施設利用者の建物にア

スベストが使用されておりまして、飛散の危

険性があったため、港湾管理者として行政代

執行で建物の撤去を行った費用でございま

す。残りの313万円は熊本港の旅客ターミナ

ルのレストランの電気水道代でございまし

て、事業者の業績不振によるものでございま

す。 

 続きまして、40ページをお開きください。 

 港湾整備事業特別会計の歳出でございます

が、１段目の施設管理費における不用額1,77

0万7,000円は、経費の節減等による執行残で

ございます。 

 次に、41ページの臨海工業用地造成事業特

別会計の歳入でございますが、不納欠損、収

入未済はございません。ただ、最下段から２

段上の先行漁業補償再取得収入が予算現額と

の比較で約４億ほどの増になっております

が、これは国の経済対策によりまして、再取

得分が大幅に上積みされたことによるもので

ございます。 

 次に、42ページをお開きください。 

 臨海特会の歳出でございますが、不用額24

0万7,000円は、八代港と熊本港における経費

節減に伴う執行残でございます。 

 以上で一般会計、特別会計の歳入歳出の説

明を終わります。 

 引き続きまして、附属資料の繰り越しにつ

いて御説明申し上げます。 

 44ページをお開きください。 

 港湾課は44ページから46ページでございま

すが、46ページの最下段にございますように

21年度への繰越額は12億100万円でございま

す。繰り越した工事は19カ所ございますが、

そのうち９月末現在で４カ所が完了している

ところでございます。繰り越し理由といたし

ましては、繰越理由欄に記載しておりますと

おり、地元との調整等に不測の日数を要した

ことにより、やむなく繰り越したものでござ

います。 

 続きまして、78ページをお開きください。 

 港湾整備事業特別会計の不納欠損処分を25

件、金額にして210万1,000円行っておりま

す。いずれも自己破産や資金力が回復せず、

時効が成立したことによるものでございま

す。 

 続きまして、84ページをお開きください。 

 県有財産処分の一覧表でございます。先ほ

ども述べましたが、売却処分が百貫港要江地

区の県有地と河内港聖ヶ塔地区埋立地の３件

ございまして、収入合計額は8,062万3,600円

となっております。 

 以上で港湾課の説明を終わります。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

○船原都市計画課長 都市計画課長の船原で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 課内室となっております景観公園室もあわ

せまして説明をさせていただきます。 

 また、今年度、組織改編によりまして、都

市計画課の課内室となりました新幹線都市整

備室の前身でございます新幹線都市整備課に

つきましては、都市計画課に引き続き説明さ

せていただきます。 

 それでは、座りまして説明をさせていただ

きます。 

 本年度の監査における報告、公表事項はご

ざいません。 

 まず、歳入関係でございますが、説明資料

の43ページから47ページに記載をしておりま

す。 

 43ページは分担金及び負担金、使用料及び
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手数料、国庫支出金、財産収入、繰入金、繰

越金及び諸収入でございます。いずれも不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 44ページをお開き願います。 

 最下段、国庫補助金の計で、予算に対しま

して10億4,470万円の減となっております。

この理由はすべて平成21年度への繰り越しに

伴うものでございます。 

 次に、歳出につきましては48ページから50

ページに記載をしております。 

 48ページをお開きをお願いします。 

 上から４段目、景観整備費の不用額1,980

万7,000円は、経費節減に伴う執行残等によ

るものでございます。 

 49ページをお願いいたします。 

 上から２段目、都市計画総務費の1,338万

8,000円は、経費節減に伴う執行残等による

ものでございます。 

 以上が一般会計における歳入歳出でござい

ます。 

 次に、翌年度への繰り越し事業につきまし

ては、附属資料の47ページから51ページに記

載をしております。 

 50ページをお開き願います。 

 明許繰越でございますが、22カ所で14億9,

590万円の繰り越しでございます。繰り越し

の主な理由は、関係機関との協議に時間を要

したもの、用地交渉等に日数を要したものな

どでございます。 

 51ページ、事故繰越でございますが、新市

街水前寺線の街路整備事業におきまして、Ｊ

Ｒ架道橋等の基礎工事施工時に一部想定して

いなかった転石層があらわれ、工事に不測の

日数を要し、２億3,800万円を繰り越したも

のでございます。 

 以上が都市計画課の平成20年度決算に関す

る概要でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 引き続きまして、新幹線都市整備課関係に

ついて説明を申し上げます。 

 本年度の監査における報告、公表事項はご

ざいません。 

 まず、歳入関係でございますが、説明資料

の51ページから55ページに記載をしておりま

す。 

 51ページは分担金及び負担金、国庫支出

金、財産収入、繰越金及び諸収入でございま

す。いずれも不納欠損額、収入未済額はござ

いません。 

 52ページをお開き願います。 

 最上段、国庫補助金の計で、予算に対しま

して14億5,825万円の減となっております。

この理由はすべて平成21年度への繰り越しに

伴うものでございます。 

 次に、歳出につきましては56ページから57

ページに記載をしております。 

 56ページをお願いいたします。 

 上から４段目の新幹線建設促進事業費にお

いて3,327万6,000円の不用額が出ております

が、これは19年度から繰り越しをしておりま

した九州新幹線建設事業負担金が減額になっ

たことに伴うものでございます。 

 次の都市計画費でございますが、予算現額

81億円余に対しまして56億円余の執行で、25

億円余の繰り越しが発生しております。この

繰り越しにつきましては、引き続き、別冊の

附属資料の52ページから54ページに記載して

おりますので、これにより説明させていただ

きます。 

 別冊の附属資料53ページをお開き願いま

す。 

 明許繰越でございますが、最下段計13カ所

で36億2,541万3,000円｡ 

 繰り越しの主な理由につきましては、九州

新幹線建設事業者であります鉄道・運輸機構

の事業繰り越しに伴う県分担金の繰り越しや

関係機関との協議に時間を要したもの、用地

交渉等に不測の日数を要したものなどでござ

います。 

 資料54ページをお願いいたします。 
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 事故繰越でございますが、理由欄に記載し

ておりますとおり、地権者の移転先となりま

す店舗兼住宅の設計等に不測の日時を要した

ことにより移転ができなかったことから、6,

480万円を繰り越したものでございます。 

 以上が新幹線都市整備課の平成20年度決算

に関する概要でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○西田下水環境課長 下水環境課長の西田で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、当課関係で定期監査における公表事

項はございません。 

 続きまして、決算について御説明いたしま

す。 

 説明資料の58ページをお願いいたします。 

 58ページから60ページまでが一般会計の歳

入で、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 58ページの一番下の国庫補助金が予算に対

しまして４億2,007万4,000円の減になってお

ります。これは主に次ページ、59ページの下

から３段目の漁業集落環境整備事業費補助に

おきまして、経済対策分として増額補正を行

った分の繰り越しによる減でございます。 

 61ページから62ページは一般会計の歳出で

ございます。 

 61ページの上から３段目の環境整備費の不

用額4,688万1,000円については、浄化槽設置

者に補助を行う市町村に対し、国費とあわせ

て県費補助を行うものでございまして、個人

の浄化槽設置の確定数が見込みよりも少なか

ったことによるものでございます。 

 次に、流域下水道事業特別会計について御

説明申し上げます。 

 63ページから65ページまでが流域下水道事

業特別会計の歳入で、不納欠損額、収入未済

額はございません。 

 63ページの一番上の欄の分担金及び負担金

で、予算に対し１億6,023万4,000円の増とな

っておりますのは、流入水量が見込みよりも

多かったことによる市町村からの維持管理負

担金の増によるものでございます。 

 また、64ページの一番上の国庫支出金で、

予算に対して２億5,000万円の減となってお

りますのは、流域下水道の建設事業の繰り越

しに伴うものでございます。 

 65ページの上から５段目の県債でございま

すが、予算に対し9,000万円の減となってお

りますのは、流域下水道建設事業の繰り越し

に伴うものでございます。 

 次に、一番下の繰越金でございますが、予

算に対し13億4,921万1,000円の増となってお

りますのは、前年度からの繰越金の増による

ものでございます。 

 66ページは歳出でございます。すべての不

用額は熊本北部、球磨川上流及び八代北部流

域下水道の維持管理費及び建設費に係る工事

費の執行残に伴うものでございます。 

 以上で、一般会計、特別会計の歳入歳出の

説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の55ページから57ページまでが、

下水環境課における繰り越し事業でございま

す。 

 一般会計において55ページの一番下の欄に

なりますが、漁業集落環境整備事業２カ所で

４億1,885万円、56ページから57ページまで

の流域下水道事業特別会計において、57ペー

ジの一番下になりますが、９カ所で４億2,90

0万円の繰越額がございます。処理方式の変

更に伴う機器使用の見直しや関係諸法令の改

正の対応等に不測の日数を要したことにより

まして、やむなく繰り越したものでございま

す。 

 以上で、下水環境課の説明を終わります。

よろしくお願いいたします。 

 

○生田建築課長 建築課長の生田でございま

 - 35 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成21年10月23日) 

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、本年度の定期監査の結果についてで

ございますが、公表事項はございません。 

 続きまして、決算について御説明を申し上

げます。 

 歳入でございますが、説明資料の67ページ

をお願いいたします。 

 まず、使用料及び手数料について主なもの

を御説明いたします。 

 67ページ、下から２段目の土地開発行為許

可申請手数料につきましては、予算現額に対

しまして426万2,000円の増になっておりま

す。これは開発行為許可の申請件数が見込み

よりも多かったためでございます。 

 次に、最下段の建築確認申請手数料につき

ましては、予算現額に対しまして550万2,000

円の減になっております。これは建築確認の

申請件数が見込みよりも少なかったためでご

ざいます。 

 次に、説明資料69ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の国庫支出金であります住宅市街地

総合整備事業費補助でございますが、予算現

額に対しまして108万1,000円の増になってお

ります。これは建築課で国庫補助金を一括し

て受け入れたために増になったものでござい

ます。なお、いずれも不納欠損、収入未済は

ございません。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 説明資料の71ページをお願いします。 

 土木総務費の不用額5,524万2,000円につき

ましては、県有施設の改修等に係る工事請負

費、設計管理委託費の入札残及び経費節減に

よる執行残でございます。 

 次に、建築指導費の不用額1,901万1,000円

につきましては、当課所管の法令に基づく確

認、検査事務等に要する費用における経費節

減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の58ページをお願いいたします。 

 １段目から４段目の県有施設保全改修費に

つきましては、それぞれの施設の解体事業を

次年度に繰り越したものでございます。 

 ５段目の建築物防災対策推進事業につきま

しては、熊本市が補助事業を繰り越したため

に、県の補助金37万6,000円を次年度に繰り

越したものでございます。 

 以上で建築課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○小林住宅課長 住宅課長の小林でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、本年度の定期監査の結果でございま

すけれども、報告、公表事項はございませ

ん。 

 それでは、決算特別委員会説明資料に基づ

いて説明をさせていただきます。 

 まず、歳入関係でございますが、説明資料

の72ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、72ページから74ペー

ジまでとなっております。 

 まず、72ページの２段目の県営住宅使用料

でございますが、調定額が23億3,772万7,000

円に対しまして、収入済み額が20億7,618万

7,000円で、収入未済額が２億3,910万1,000

円となっております。 

 収入未済額が多い理由といたしましては、

公営住宅制度が入居対象者を住宅に困窮する

低額所得者としておりまして、昨今の厳しい

経済状況による収入の低下等により生活困窮

等が加わったものと考えられることや、退去

滞納者分の未収金が全体の約６割、１億4,00

0万円余を占めているところでございます。 

 県といたしましても、今後とも滞納対策と

いたしまして、口座振替の促進等による滞納

発生の未然防止や短期滞納者への早期の納入

指導、さらには支払いに応じない悪質な長期

滞納者に対する法的措置の実施等に引き続き

取り組み、未収金の解消に努めてまいりま
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す。 

 特に、長期滞納者に対する取り組みといた

しましては、６カ月以上または10万円以上の

滞納者に対する即決和解、及び明け渡し訴訟

の提起、さらに判決を受けた者、及び和解条

項に違反した者に対する積極的な強制執行を

行うなどの滞納解消策を講じて、取り組みの

強化を図っているところでございます。 

 なお、県営住宅使用料の未収金のうち、８

月末までに3,079万円が収入済みとなってお

りまして、同日時点での未収額は２億831万

円となっております。 

 不納欠損額につきましては、2,343万9,000

円でございます。これは退去、所在不明、あ

るいは死亡等によりまして時効となったもの

でございます。 

 なお、予算現額との比較で896万円の増と

なっておりますのは、督促等の強化により収

入済み額が見込みを上回ったためでございま

す。 

 同じく、３段目の県営住宅用地使用料です

が、これは主に県営住宅の駐車場の使用料で

ございます。調定額が１億7,140万2,000円に

対しまして収入済み額が１億6,870万4,000円

で、収入未済額が269万8,000円となっており

ます。この理由といたしましても、住宅使用

料と同様、入居者の生活困窮等によるもので

ございます。なお、予算現額と収入済み額と

の比較で424万1,000円の増となっております

のは、主に駐車場使用料の収入済み額が見込

みを上回ったためでございます。 

 次に、国庫支出金でございます。 

 73ページの１段目の地域住宅交付金で、予

算現額と収入済み額との比較で１億2,974万

6,000円の減、２段目の各種住宅施策事業費

補助で3,954万4,000円の減となっております

のは、繰り越し等に伴うものでございます。 

 次に、４段目の財産収入の土地貸付料の収

入未済額が19万4,000円となっておりますの

は、債務者の所在不明によるものでございま

す。県外在住の債務者に対しまして請求して

おりましたけれども、昨年末から所在不明と

なったものでございまして、所在確認の上督

促を行い未収金の解消に努めてまいります。 

 次に、74ページの４段目の県営住宅敷金運

用利子において、予算現額との比較で66万2,

000円の増となっておりますのは、運用金利

の上昇等に伴うものでございます。 

 次に、４段目の住宅金融支援機構収入につ

いて収入実績がございませんが、これは同機

構からの業務委託の対象となる災害復旧建築

物等の工事審査がなかったためでございま

す。 

 次に、６段目の雑入において予算現額との

比較で885万4,000円の増となっておりますの

は、裁判予納金の還付や県営住宅用地の一部

を熊本市へ譲渡処分した等の予算がえ分の収

入の受け入れによるものでございます。 

 次に、歳出につきましては75ページをお願

いをいたします。 

 まず、２段目の住宅管理費でございます

が、10億6,875万4,000円の予算に対しまし

て、支出額が10億1,235万3,000円となってお

ります。不用額4,637万8,000円につきまして

は、管理事務費において即決和解の実施及び

高額訴訟対象者の自主退去に伴い、訴訟件数

が見込みより少なくなったことや事務費の執

行残等でございます。 

 また、３段目の住宅建設費の不用額1,939

万3,000円につきましては、公営住宅建設事

業、公営住宅ストック総合改善事業の入札に

伴う執行残、及び高齢者向け優良賃貸住宅供

給促進事業において、民間事業者からの補助

申請が見込み額より少なかったことによるも

のでございます。 

 次に、繰り越しにつきまして御説明を申し

上げます。 

 附属資料の59ページをお願いをいたしま

す。 

 繰り越しにつきましては、59ページと60ペ
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ージでございます。 

 繰り越しの主な理由といたしましては、県

営住宅の維持補修等の工事におきまして、県

営住宅入居者との工事スケジュール等の調

整、あるいは工法の再検討、関係機関等の事

前協議に不測の日数を要したことなどが主な

原因で、やむなく繰り越しをしたものでござ

います。 

 繰り越しの総額といたしましては、60ペー

ジの最下段でございますが、３億5,420万2,0

00円となっております。9月末までに地域住

宅モデル普及促進事業以外の事業は完了して

おりまして、同事業につきましても年度内に

完了する見込みでございます。 

 以上で住宅課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○猿渡砂防課長 砂防課長の猿渡でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 着席して説明させていただきます。 

 まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。 

 続きまして、決算について御説明を申し上

げます。 

 委員会説明資料の76ページをお願いいたし

ます。 

 まず、歳入につきましては76ページから78

ページでございます。 

 76ページの分担金及び負担金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。 

 次に、77ページの国庫支出金でございます

が、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 １段目でございますけれど、予算現額に対

しまして13億8,610万8,000円の減となってお

ります。これは21年度への繰り越しに伴う減

でございます。 

 次に、78ページ、中ほどの繰越金につきま

しては、不納欠損額、収入未済額はございま

せん。 

 続きまして、78ページの４段目の諸収入で

ございます。その下、５段目の雑入につきま

して収入未済額が8,000円生じております。

これは請負業者の倒産により契約を解除した

際、既に支払い済みの前払金に対して出来高

不足の返納金が生じまして、その返納金に係

る利息分について収入未済となったものでご

ざいます。 

 次に、歳出につきまして御説明をいたしま

す。 

 79ページをお願いいたします。 

 砂防費につきましては804万円の不用額を

生じております。これは経費節減に伴う執行

残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明を申

し上げます。 

 附属資料の61ページからお願いいたしま

す。 

 61ページから75ページにかけて砂防課の繰

り越しを記載しております。 

 75ページをお願いいたします。 

 75ページのとおり、合計で103カ所、29億2

68万円の繰越額を生じております。繰り越し

の主な理由といたしましては、境界確定や相

続に伴う登記書類、あるいは地元、あるいは

関係機関との調整及び工法の検討などのため

に不測の日数を要し、やむを得ず次年度へ繰

り越したものでございます。 

 以上で砂防課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○小杉直委員長 以上で土木部の説明が終わ

りましたので、質疑に入りたいと思いますけ

れども、委員の皆様には念のため申し上げて

おきます。 

 先ほど土木部長があいさつの中で、会計検

査院の検査結果について若干の説明等があり

ましたが、後で執行部の方から会計検査院の

会計検査の状況については報告として詳しく
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説明がありますので、まずこの決算の説明資

料に基づいての質疑をお受けしたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 

 質疑はありませんか。 

 

○吉田忠道委員 ちょっと部長にお尋ねいた

します。 

 部長説明資料の中の１ページの下の方、

「事務費の使途が限定されており弾力的な運

用ができないことなど、制度面の問題もある

と思っております。」ということで書かれて

おりますけれども、この制度面の問題という

のは具体的にどういうところか、対策ができ

ておりますか、その点ひとつ聞きます。 

 

○小杉直委員長 吉田委員、先ほど言ったよ

うに、その点につきましては後で詳しく説明

がありますので、そのときに……。 

 

○吉田忠道委員 それでは、決算の中身の方

にいきます。 

 野田課長にちょっとお聞きしますけれど

も、30ページ、ここで不用額が5,000万とい

うことで、この不用額を生じた理由、これ

が、国の内示減が予算額を下回ったために不

用額が出たというのが私はよく意味がわから

ないんですけれど、もう少し具体的に……。 

 

○野田河川課長 河川課でございます。 

 通常の事業の場合は、12月に大体その年の

執行の見込みをつけてそしてその予算を確定

して執行してまいります。そういうことでこ

ういう不用額が発生しないような状況が多い

んですが、ただ災害復旧の場合は、その年度

に発生してその年度に執行を始めるんです

が、実際工事を始めますのは台風が過ぎた後

というふうなことでございまして、その12月

までに当該年度の執行額をなかなか確定でき

ないという状況にございます。 

 そういうことで、当初予算を積んでおりま

す額をちょっと長くもちますので、その分執

行額が下回った分を不用額としてこういうふ

うなことで計上するような形態になりまし

て、若干ほかの事業に比べまして多額になっ

ておるという状況でございます。 

 

○吉田忠道委員 住宅課の方にちょっとお尋

ねをいたしますけれども、75ページの一番下

の住宅建設費のところで、高齢者向け優良賃

貸住宅供給促進事業というのが１億5,000万

余つけられておられますけれども、これは20

年の成果のところでちょっと見てみますと、

20年度は３団地50戸ですか、これだけ建てら

れたということで、これは平成12年度からや

られているということで、年々19年度までも

かなり進んでおるんですけれども、これは今

後、ずっと系列で見てみますと、年間80から

50近く建てられておりますけども、この希望

状況といいますか、今後の建設に向けた事業

をどのように考えておるかちょっとお聞きい

たします。 

 

○小林住宅課長 この高齢者向け優良賃貸住

宅につきましては、高齢者の居住の安定確保

に関する法律に基づきまして、高齢者の身体

機能に対応して、また見守り機能のある賃貸

住宅を建設する民間事業者に対しまして、共

用部分や高齢者対応設備等の整備費に対しま

して補助を行うとともに、一部家賃補助を行

っているものでございます。高齢者の居住の

安定確保を図っていく上で重要な事業と考え

ております。 

 なお、家賃補助につきましては、平成16年

度事業分までが補助となっておりまして、平

成20年度までに659戸を整備をしてきており

ます。現在、年間50戸、本年度も年間50戸の

整備を予定をいたしておりまして、今年度は

50戸の募集に対しまして約100戸の応募があ

っておりまして、抽選によりまして50戸に絞

り込んだところでございます。 

 - 39 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成21年10月23日) 

 今後もできるだけ企画したいとは思ってお

りますが、今後高齢化社会が非常に進む中で

重要な事業とは考えておりますので、また今

後継続につきましては検討させていただきた

いというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○小杉直委員長 ほかにございませんか。 

 

○平野みどり委員 今の関連なんですが、高

優賃に関しては空きはないと、全部埋まって

いるというふうに考えていいんですか。 

 

○小林住宅課長 今ちょっと申し上げました

が、事業を始めまして平成16年度建設分まで

につきましては、家賃補助を行っている関係

で完全に埋まっております。ただ、その後に

つきましては、県としては17年度建設分から

は家賃補助を行っておりませんので、一部住

宅についてはわずかですけれども空きがある

状況もございます。 

 

○平野みどり委員 空きがあるときの家賃の

補助というのは全くなくて、大家さんが見な

ければいけないという形になるわけですか、

空いている場合は。 

 

○小林住宅課長 空きがある場合につきまし

ては、家賃補助はございません。 

 

○小杉直委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉田忠道委員 また住宅課ですけれども、

72ページ、県営住宅使用料の未収金の問題で

すけれども、約４割の方が退去分という先ほ

ど説明がありましたけど、この退去分の方の

所在は全部把握できているんですか、それと

も把握できていないとしたらどのくらい把握

できてないのか。 

 

○小林住宅課長 退去滞納者につきまして

は、約380名近く退去滞納者がいらっしゃい

ます。そのうち現在も支払っていただいてお

りますのは約４分の１でございまして、その

ほかの方につきましては督促中なり、あるい

は行方不明、それから死亡されたというよう

な方がやはり約100名近くいらっしゃいまし

て、現在所在確認を行ったり、あるいは年２

回の督促を行っている状況でございます。 

 

○吉田忠道委員 不納欠損でもありましたよ

うに、結局不納欠損の理由は所在不明になっ

ておりますから、退去者の方の所在が一番重

要だと思いますので、しっかりとこれを把握

していただきたい。要望です。 

 

○平野みどり委員 関連とは違うかもしれま

せんけど、今の県営住宅の駐車場の件なんで

すけれども、以前、駐車場費に関して持ち回

りで何というんですか、管理をおやりになっ

ている自治会の方が徴収していかなきゃいけ

ない状況の中で、お金を徴収するということ

で、お金を預かるということでの精神的な負

担とか、実際にトラブルとかいろいろあると

いうふうに聞いているんですが、その後駐車

場の料金徴収に関してはどういう仕組みにな

りましたでしょうか。 

 

○小林住宅課長 駐車場の管理につきまして

は、今平野委員御指摘のとおりいろいろ問題

がございましたので、昨年駐車場条例を改正

をいたしまして、県が直接入居者に駐車許可

を出すということにいたしました。ですか

ら、駐車料も直接県に納入をしていただいて

おります。 

 なお、管理につきましては、指定管理者、

今現在住宅供給公社でございますが、指定管

理者を通じてそれぞれの自治会なりあるいは

管理組合等をつくっていただきまして、その

中で運営等をしていただいているところでご
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ざいます。 

 

○小杉直委員長 ほかにございませんでした

ら……。 

 

○田代国広委員 明許繰越について二、三お

尋ねしたいと思います。 

 膨大な数の明許繰越がここにあるわけでし

て、実際びっくりいたしております。この中

には100％完成されたものももちろんありま

すが、中にはゼロ％もあるわけでして、これ

が間違いなく年度内に完成できるかどうかと

いうのが１点。 

 もう一点はいわゆる財源ですね、間違いな

く財源が担保されているかが２点目。 

 もう一点は、明許繰越に対する考え方で

す。本来単年度予算ですから年度内に消化が

一番理想ですけれども、いろいろな工事の内

示おくれとか、あるいは用地交渉等が、そう

いった面でやむなく越年する場合に明許繰越

というのがとられておるわけでございます

が、本来ならばやはり単年度で終わるのが一

番理想と思うんです。 

 そういった中で、明許繰越に対する考え

方、特に単年度で無理してやらなくても明許

繰越すればいいじゃないかというふうな考え

がもしもあるとするならば、ちょっといかが

かと思いますし、明許繰越に対する考え方を

お尋ねいたします。 

 

○鷹尾監理課長 委員御指摘のとおり、翌年

度繰越額については資料１ページに記載のと

おり、本年度全体で294億円の繰り越しを行

ったところでございます。予算の執行につい

ては、単年度内に執行することが原則だとい

うふうに十分認識をしておるところでござい

ますが、工事、事業関係につきましては、年

度中途において用地補償交渉が極めて難航を

する、あるいはまた事業途中において予期し

ない事態が発生するということで、やむを得

ず事業の繰り越しに至る場合も少なくないと

いう状況にございます。 

 今年度の事業費繰り越し額でございます

が、確かに昨年度から比べますと繰り越し額

としてはふえておりまして、これは年度末に

緊急経済対策、昨年２月に緊急経済対策が約

80億円を計上したことによるものでございま

して、この緊急経済対策分を除けば昨年度繰

り越し額よりも減少しているということで、

毎年繰り越し額の縮小については努力をして

おるという状況にございます。 

 基本的に、繰り越しをしたものについて翌

年度内に完成をするかという話でございます

が、ほぼ100％年度内、翌年度内繰り越し工

期内には完成をしているという状況にござい

ます。 

 それから、財源の確保の手当てができてい

るかというお話でございますが、繰り越しを

行います際、先ほど予算の中で、審議の中で

お示しをしましたとおり、国庫補助金等も含

めて繰り越しの措置を行うということとなっ

ておりまして、所要の財源の確保についてあ

わせて、これも含めて手当てをしている状況

でございます。 

 いずれにいたしましても、単年度予算執行

原則の例外でございまして、今後とも可能な

限り年度内の執行に努めてまいりたいという

ふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員 安易に繰り越しをすること

はやっていないということでございますし、

当然、やっぱりできるだけ、先般もちょっと

この件で申し上げたんですけれども、要する

に事業が早くできるということは、早く住民

サービスができるということですね。そうい

うことで事業そのものがすべて住民のための

行政サービスであるわけでございますから、

一日も早く完成されて、住民の方々にサービ

スを提供するという観点からも、大変な作業
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とは思いますけれども、ぜひ一日も早い予算

の執行をお願いしておきたいというふうに要

望です。 

 

○小杉直委員長 わかりました。――ほかに

ございませんね。 

 

○平野みどり委員 15ページなんですが、道

路保全課にお尋ねします。 

 手取本町の地下道の維持管理費負担金、こ

れは熊本市と折半というか２分の１ずつとい

うふうにここに書いてあると思うんですが、

先般も元警察官が大変な不祥事を起こしてい

る地下道ですけれども、これも四六時中あそ

こを通れるように今後もしておくのか。それ

とも時間によっては、熊本は余り地下道とい

うのはありませんので、ここを閉鎖しても大

きな支障はないと思うんですが、雨のときと

か大雪のときは地下でぬれないようにしたい

と思う方はいらっしゃるとは思うんですが、

ここの維持管理に関してはちょっと考えた方

がいいんではないかなというふうにも思うん

ですが、そこら辺はどうでしょうか。 

 

○古賀道路保全課長 今委員御指摘のような

いろいろな意見、それから実際に事件も起こ

っております、それを踏まえて県警等と打ち

合わせながら、今後の対応について今検討を

やっているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○小早川副委員長 参考まで、あそこはどれ

ぐらいの通行量とかあっとですか。ほとんど

使われよらぬとじゃなかろうかなという気が

すっとですけど、１日平均何人ぐらいが通る

とか、その辺のデータがあったら参考までに

教えてください。 

 

○小杉直委員長 道路保全課長、無理ならば

後日データを…… 

 

○古賀道路保全課長 わかり次第御報告した

いと思います。 

 

○小杉直委員長 ほかにございませんでした

ら……。なければ、国庫補助事業事務費に係

る会計検査院の会計検査の状況に関しまし

て、国土交通省所管部分について執行部から

の報告の申し出があっておりますので、報告

を受けその後質疑を受けたいと思います。 

 それでは、鷹尾監理課長、説明をお願いし

ます。 

 

○鷹尾監理課長 監理課長の鷹尾でございま

す。着席をして説明をさせていただきます。 

 お手元の方に、決算特別委員会報告事項と

いうことで資料をお配りをいたしておりま

す。この資料に沿いまして、国土交通省所管

分の検査状況について御説明申し上げます。 

 資料１ページの１検査対象等、それから裏

面の検査事項の説明、それと３ページの方に

Ａ３版、会計検査と自主調査の関係というこ

とでお配りしておりますが、先日の農林水産

部の説明と重複をいたしますので、こちらの

方は省略をさせていただきます。 

 資料の２検査結果（指摘見込額）のうち、

まず（１）不適正な経理処理でございます

が、これはすべて需用費についての指摘でご

ざいます。 

 内訳表の国土交通省所管分の欄でございま

すが、ごらんををいただきたいと思います。 

 まず、最上段の預け金でございますが、国

土交通省所管分として国庫補助事業相当額で

110万円余、事業費ベースで180万円余の指摘

を受けております。これは業者へ架空の物品

の発注をいたしまして、代金を支払ってそれ

を保有させ、主に翌年度以降プリンターやＵ

ＳＢメモリー、その他の消耗品を納入させて

いたものでございます。 

 ２段目の差しかえでございますが、国庫補
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助金相当額で380万円余、事業費ベースで640

万円余の指摘を受けておるところでございま

すが、これは県の自主調査では、消耗品から

備品相当品への差しかえ等を中心に調査が行

われましたが、今回の会計検査におきまして

は、消耗品から消耗品への差しかえも調査対

象となりまして、例えば具体的にはプリント

用紙からトナーでございますとか、封筒から

フラッシュメモリ、そういうことについての

差しかえの指摘を受けているところでござい

ます。 

 なお、自主調査の対象となりました消耗品

から備品相当品への差しかえにつきまして、

今回の会計検査で新たに１件の指摘が判明を

いたしております。 

 指摘内容は、ハードディスク１個でござい

ますが、購入の経過を確認をいたしましたと

ころ、平成19年度に備品購入費がなかったた

めに、当該物品を３万円以下の消耗品として

支出書類を作成をいたしまして、不足分につ

いては、インクジェット用紙などあわせて購

入したようにして支払っていたものでござい

ます。 

 次に、３段目の一括払いでございますが、

国庫補助金相当額で640万円、事業費ベース

で1,290万円余の指摘を受けております。こ

れは土木部で本庁各課での指摘が大部分を占

めておりますが、主に単価契約制度を利用を

いたしまして、国とのさまざまな協議資料な

どを作成をする場合に、単価契約をしていな

いサイズの違うカラーコピーですとか印刷、

データー修正、製本作業などを発注をいたし

ました後、後日その単価契約の指定をしてお

ります大型カラーコピー、青写真の焼きつけ

代に換算をしてまとめて支払ったことから指

摘に至ったものでございます。 

 ４番目の翌年度納入でございますが、国庫

補助金相当額で310万円、事業費ベースで480

万円余の指摘を受けております。これは消耗

品などの事務用品を発注をいたしましたもの

の、年度内に納入されずに、４月１日以降に

納入がずれ込んだものでございます。なお、

３月中に注文されたものが大部分でございま

して、納入はほぼ４月末までに完了している

という状況でございます。 

 最後に５段目の前年度納入でございますけ

れども、国庫補助金相当額で90万円余、事業

費ベースで180万円余の指摘を受けておりま

す。先ほどの翌年度納入とは逆に、年度末に

発注をいたしました消耗品などの事務用品が

年度内に納入をされましたものの、当該年度

で予算の手当てができずに翌年度の予算で支

払ったというものでございます。 

 以上、不適正な経理処理の合計といたしま

して、国庫補助金相当額で1,550万円余、事

業費ベースで2,790万円余の指摘となってお

ります。 

 次に、（２）の補助の対象外でございます

が、これは補助事業の執行に直接関係がない

ものとして、需用費、賃金、旅費について指

摘を受けたものでございます。 

 まず、需用費でございますが、国庫補助金

相当額で15万円余、事業費ベースで29万円余

の指摘を受けております。具体的には、県単

独事業で使用をいたします大型カラーコピー

や青写真焼きつけを、国庫補助事業事務費で

支払っていたものでございます。 

 次に、賃金でございますが、国庫補助金相

当額で510万円余、事業費ベースで970万円余

の指摘を受けております。大部分が地域振興

局の振興調整室に配置をしておりました臨時

職員の賃金についての指摘でございます。振

興調整室は、振興局設置当時から局全体の総

合的な事業調整などを行っておったことか

ら、補助事業との関連があると判断をいたし

まして充当しておったものでございますが、

会計検査院からは直接的な関係は薄いと判断

をされまして指摘に至ったものでございま

す。 

 最後に、旅費でございますが、国庫補助金
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相当額930万円余、事業費ベースで1,530万円

余の指摘を受けております。これは、補助事

業実施箇所に関係いたします起工式などの祈

念式典への出席、それからあと補助事業を執

行する上でも、有益と思われます技術職員や

用地職員の研修、それから補助事業に関しま

す各種要望などにつきましても、補助事業と

は直接関係がないということで指摘を受けて

おるものでございます。 

 以上、補助対象外の合計といたしまして、

国庫補助金相当額で1,460万円余、事業費ベ

ースで2,540万円余の指摘となっておりま

す。 

 これら指摘が見込まれる事項につきまして

は、会計処理に不備があったものなどを含め

本年３月に作成をいたしました、再発防止策

により翌年度から改善を図っているところで

ございます。 

 また、補助対象外の指摘につきましても、

今年度当初において各担当者に対し、指摘事

務の内容などに関する説明会を実施をいたし

まして周知を図ったところでございますが、

今後制度改正の要望の面を含めてさらに徹底

してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

○小杉直委員長 以上で説明が終わりました

ので、質疑に入ります。 

 

○山本秀久委員 今の監理課長の説明した問

題、今まで会計検査院から指摘されたやつ

が、本当に県の立場としては不適切であった

のかどうかということ、それを答弁していた

だきたい。会計検査院のが正しいのか、それ

とも県の方が今まで不適切であったのかどう

かということを吟味したことがあると思うの

で……。 

 

○鷹尾監理課長 まず、指摘された項目のう

ち（１）の不適正な経理処理につきまして

は、会計規則等法令・法規に、県の規則等に

違反した処理があったということで、これに

ついてはいろいろ事情はあろうかと思います

が、素直に非を認めなければならないところ

は基本的にあろうかなというふうに思ってお

るところでございます。 

 ただ、補助対象外ということにつきまし

て、冒頭部長の方からの説明もございました

とおり、使途が非常に限定をされておる、そ

れから国庫補助の運用につきまして、必ずし

もあらかじめ明確な使途基準というものが説

明をされてこなかったというようなところも

ございます。そういうことも含めて、県とし

ては主張できるところは主張して、今後とも

国の方に要望等をしてまいりたいと思ってお

るところでございます。 

 

○山本秀久委員 だから、私は今言っている

ことは、確かに今までは通ったはずの問題点

があるような感じがしてならないわけだ、我

々は。だから、今年度になってからそういう

ことを指摘するということは、今までかつて

なかったから、どういう理由なのかなという

感じがしてならなかったから質問したわけ

だ。だから、もしそういうふうに今監理課長

の言ったことが適切であるならば、適切なよ

うに処置していってください。 

 以上です。 

 

○小杉直委員長 ほかに質問ございません

か。 

 

○平野みどり委員 関連ですが、その事務費

の使途は必ずしも明確に示されてこなかった

という県側の認識と、会計検査院の認識はど

ういうふうに違うんでしょうか。何か会計検

査院は言っていますか。 

 

○鷹尾監理課長 これまで会計検査で、こう
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いう具体的な事務費の基準についての検査が

長年行われてこなかったという実情が１点、

それから国庫補助事業においても各省庁から

こういう検査を行う機会といいますか、そう

いうことが持たれてこなかったという部分も

一つ、長年の慣行の中であるんではなかろう

かと思っておるところでございます。 

 先ほど申し上げましたとおり、国庫補助事

業の執行に必要な経費と申しますと、先ほど

の賃金で申し上げましたように、振興調整室

は直接確かに補助事業の執行はいたしており

ませんが、補助事業も含めた事業の全体調整

を行っておるわけでございまして、ここに必

要な賃金、臨時職員の経費については充当で

きると理解をしたところがございます。 

 それからもう一点、旅費につきましても、

基本的には現場の経費ということになるのか

もしれませんが、例えば現場の経費の中で

も、事業の地元説明から始まりまして、それ

から用地交渉、それから具体的な工事の発

注、それから国との協議、最終的に事業が完

成をいたしまして竣工検査、場合によっては

開通式、次年度への要望と、こういうふうに

つながってくる中で、どこからどこまでが国

庫補助で認められるのかということについ

て、明確な御指導がこれまでなかったのでは

ないかというような思いが私どもの方にござ

います。 

 こういうところから、そのあたりをもう少

し明確にしていただきたい、あるいは事前に

御指導を明確にしていただける機会があれば

という思いがあるのは事実でございます。 

 

○平野みどり委員 会計検査院とのやり取り

の中で、会計検査院はそういう認識で県と同

じように、これまではそうではなかったな

と、今後は厳しくやりますよというような形

の発言等があっているんでしょうか。 

 

○鷹尾監理課長 ８月の下旬に私自身会計検

査院に行きまして、県のそういう考えについ

ては十分主張をいたしましたし、お願いをし

たところでございますが、会計検査院から

は、全国的な横並びの判断の中で検査院とし

て判断をしたというお答えをいただいたとこ

ろでございます。 

 

○平野みどり委員 今回は熊本県が指摘され

ましたが、それ以前に他県で同じような事務

費の使い道についての指摘が既にあってい

て、それを熊本県としては知らずにきたとい

うふうなことなんでしょうか。 

 

○鷹尾監理課長 事務費のこういう検査につ

きましては、前回の決算委員会でも御報告が

あったかと思いますけれども、昨年12の府県

において調査が行われ、今年度26の県で調査

が行われているということで、昨年から本格

的に全国的に実施をされているところでござ

いますが、それ以前については、私の記憶す

る限りでは、このような事務費に関する調査

はなかったというふうに記憶をいたしており

ます。 

 土木部におきましては毎年度会計検査を受

検をいたしますが、ほとんどが工事、事業の

施行に関するものが中心でございます。 

 

○平野みどり委員 一層厳しくなってきたと

いうことですので、それにきちっと対応でき

るような体制づくりをしっかりやっていただ

きますように、よろしくお願いします。 

 

○小杉直委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉田忠道委員 先ほど言いましたけども、

部長の説明の中の１ページのところ、先ほど

弾力的な運用ができないことなど制度面の問

題もあるということでの認識で、この不適正

な経理処理のＡ３版のところの一番右側の

「再発防止策」のところに入ってくると思う
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んですが、これは具体的に検討をされたの

か、検討中なのか、具体策として制度を何か

変えたのがあるのか、その点をちょっとお聞

きいたします。――後でも結構です。 

 

○松永土木部長 私が当初総括説明の中で申

し上げました「事務費の使途が限定されてお

り弾力的な運用ができないことなど」という

ことを申し上げましたのは、先ほど監理課長

が説明いたしました国の補助事業に伴う事務

費の使い方について、かなり国の方から限定

的な基準が設けられているということで、そ

の中で賃金とか旅費とかについては、実際県

の職員が運用する場合には、あと少し運用を

弾力的にしていただきたいという部分がかな

りございます。それは先ほど説明しましたよ

うに、用地交渉から竣工までという範囲の中

で、今回の会計検査においても、会計検査院

からはどうしても補助金の要項どおりの解釈

しかしてもらえず、起工式の職員の旅費につ

いては認めてもらえなかった部分がございま

す。 

 そういう意味で、事務費の使途が弾力的な

運用というのを今後国に要望してまいります

し、既に政府予算要望等に際しましても、そ

のような要望についてはいたしているところ

でございます。 

 

○吉田忠道委員 要望はしているということ

ですね。要するに現在進行形ですね。対策と

しては進んでいるという認識でよろしいです

か。 

 

○松永土木部長 国が定めております国庫補

助等の要項の話でございますので、県からは

地域の実情について国の方にお伝えするとい

うことで、国の方がそれを地域の実情とわか

っていただいて、要項等の弾力的な運用に取

り組んでいただきたいということでございま

すので、これは国の方が定めるべきであっ

て、県としては要望する立場であろうかと思

っております。 

 以上です。 

 

○小杉直委員長 なければ、最後に委員長か

ら一言、二言。 

 天野次長は国交省からですかな。平野委員

からも、厳しい時代だから今後ともきちんと

取り組んでいくようにということと、先般の

農林水産部の審査では、竹口委員からも厳し

い指摘もあっておりました。 

 見解の相違とか、あるいは使途基準があい

まいだということがあるでしょうけれども、

今回を機会に、この補助の対象外についても

積極的に国と協議しながら、指摘を受けない

ような方向に進んでいたただきたい。 

 それから、不適正な経理処理について指摘

を受けたことにつきましては、11月に公表す

る予定を事前に県みずから発表されるという

ことは、情報公開の時代においていい姿勢だ

と思いますけれども、やっぱり一括払い、翌

年度納入、前年度納入ということについて

は、自主調査ではやっておりませんので、こ

ういう面につきましてもことしの３月から防

止策をつくっておられますから、３月の防止

策以降は絶対このようなことが二度と起きな

いように、ひとつしっかり注意しながら取り

組んでいただいて、今は前向きに歩んで推進

していかぬといかぬ県政の時代ですから、以

前のことで言い方はおかしゅうございます

が、指摘を受けたり、あるいは俗に足を引っ

張られるといいますか、そういうことがない

ように頑張っていただきますようにお願いし

ておきます。 

 以上で、質疑を終わりたいと思います。 

 これで、土木部の審査を終了いたします。

それぞれ大変御苦労さんでございました。あ

りがとうございました。 

 それでは、これをもって、第５回決算特別

委員会を閉会します。 
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  午後２時25分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  決算特別委員会委員長 
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